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◆最近の市町村合併・市（町）制施行等の状況◆
合併／施行期日 新市町名（合併関係市町村／旧町村名） 計 市 町 村

平成１３年５月１日 さいたま市（浦和市、大宮市、与野市） ９０ ４１ ３９ １０川里町 （川里村）
１４年４月１日 大里町 （大里村） ９０ ４１ ４０ ９
１７年１月１日 飯能市 （飯能市、名栗村） ８９ ４１ ４０ ８

４月１日 さいたま市（さいたま市、岩槻市） ８５ ４０ ３９ ６秩父市 （秩父市、吉田町、大滝村、荒川村）
熊谷市 （熊谷市、大里町、妻沼町）
鴻巣市 （鴻巣市、吹上町、川里町）

１０月１日 春日部市 （春日部市、庄和町） ７８ ４０ ３３ ５
ふじみ野市（上福岡市、大井町）
小鹿野町 （小鹿野町、両神村）
行田市 （行田市、南河原村）

１８年１月１日 深谷市 （深谷市、岡部町、川本町、花園町） ７３ ４０ ３０ ３
神川町 （神川町、神泉村）

１月１０日 本庄市 （本庄市、児玉町） ７２ ４０ ２９ ３
２月１日 ときがわ町（都幾川村、玉川村） ７１ ４０ ３０ １

１９年２月１３日 熊谷市 （熊谷市、江南町） ７０ ４０ ２９ １

２２年３月２３日 久喜市 （久喜市、菖蒲町、栗橋町、鷲宮町） ６４ ４０ ２３ １加須市 （加須市、騎西町、北川辺町、大利根町）
２３年１０月１１日 川口市 （川口市、鳩ヶ谷市） ６３ ３９ ２３ １
２４年１０月１日 白岡市 （白岡町） ６３ ４０ ２２ １

県庁所在地
（平成１４．６．３測量）

さいたま市浦和区高砂三丁目１５番１号
東経１３９°３９′ 北緯３５°５１′ 標高１５m３２

管内東西南北端点
（平成２８．１０．１０現在）

東 三郷市 東経１３９°５４′
西 秩父市 東経１３８°４２′
南 新座市 北緯 ３５°４５′
北 児玉郡上里町 北緯 ３６°１７′

面積
（平成２８．１０．１現在）３，７９７．７５㎢

◆埼玉県管内図◆
（平成３０年３月現在）

◆本県の位置と面積◆

資料：（一社）埼玉県測量設計業協会HP、国土地理院HP

資料：県地域政策課HP、県市町村課

項 目 データ 全国順位
（面積）

総面積（北方地域、竹島及び尖閣諸島を含む） ３，７９７．７５㎢ ３９
総面積１㎢当たり人口密度 １，９１３．４人 ４
総面積中の可住地面積割合 ６８．１％ ３
自然公園面積 １２４，５８２ha １５
林野面積割合 ３１．９％ ４４

（気象）
年平均気温 １５．９℃ ２９
年間降水量 １，３０１．０㎜ ４０
年間快晴日数（日平均雲量＜１．５） ５６日 １

（人口・世帯）
人口 ７，２６６，５３４人 ５
男 ３，６２８，４１８人 ５
女 ３，６３８，１１６人 ５
年少人口割合（０～１４歳） １２．６％ ２４
生産年齢人口割合（１５～６４歳） ６２．５％ ４
老年人口割合（６５歳以上） ２４．８％ ４２
一般世帯数 ２，９６７，９２８世帯 ５
核家族世帯割合（一般世帯） ６１．３％ ２
高齢単身世帯割合（一般世帯） ９．３％ ４１

（年齢）
平均年齢 ４５．４歳 ４２
平均寿命（男） ８０．８２年 ２２
平均寿命（女） ８６．６６年 ３９
年齢１００歳以上の人口 ２，２１６人 ９

（人口変動）
昼間人口 ６，４５６，４５２人 ５
昼夜間人口比率 ８８．９ ４７
他都道府県からの転入者数 １５９，３８９人 ３
他都道府県への転出者数 １４３，８２９人 ４
出生数 ５４，４４７人 ５
合計特殊出生率 １．３７ ４０
死亡数（総数） ６３，４６６人 ５

（婚姻・離婚）
婚姻率（人口千対） ４．８ １２
離婚率（人口千対） １．７４ １１
平均初婚年齢（夫） ３１．５歳 ３
平均初婚年齢（妻） ２９．６歳 ３

～本編から抜粋～
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１ 面積

～「人口集中地区」「可住地面積」とは～

・人口集中地区
「人口集中地区」は、国勢調査基本単位区又は調査区を基礎単位として、
①人口密度が１㎢当たり４，０００人以上の基本単位区等が市区町村境域内で互いに隣接し、
②国勢調査時に、隣接地域の人口が５，０００人以上を有する当該地域、としています。
昭和３５年国勢調査以来、各回の調査ごとに設定され、地方交付税算定基準の一つとして利
用されているほか、都市計画、地域開発計画、市街地再開発計画、産業立地計画、交通計
画、環境衛生対策、防犯・防災対策、その他各種行政施策、学術研究及び民間市場調査など
に広く利用されています。

・可住地面積
「可住地面積」は、総面積から林野面積と主要湖沼面積を差し引いて算
出した面積です。

総面積は国土の約１％で全国第３９位、人口密度は全国第４位
平成２７年１０月１日現在の本県の総面積は３，７９７．７５㎢で国土の約１％に当たり、４７都道府

県中３９番目の広さです。
総面積１㎢当たりの人口密度は１，９１３．４人で、全国第４位でした。
また、県内の全ての市と９の町に設定されている人口集中地区が総面積に占める割合は

１８．２３％で、全国第４位でした。
「社会生活統計指標」によると、平成２７年１０月１日現在の総面積に占める可住地面積の割
合は、全国平均（３２．９％）の約２倍の６８．１％で、全国第３位でした。

人口集中地区面積割合 人口集中地区面積÷総面積×１００

可住地面積割合 可住地面積÷北方地域及び竹島を除いた総面積×１００

利用形態別土地面積構成比
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

総面積
（北方地域、竹島及
び尖閣諸島を含む）

総面積１㎢当たり
人口密度

総面積中の
人口集中地区面積割合

総面積中の
可住地面積割合

単 位 ㎢ 順位 人 順位 ％ 順位 ％ 順位
全 国 ３７７，９７０．７５ ３４０．８ ３．３８ ３２．９

北 海 道 ８３，４２４．３１ １ ６８．６ ４７ ０．９５ ４３ ２８．５ ３０
青 森 県 ９，６４５．５９ ８ １３５．６ ４１ １．６６ ３３ ３３．５ ２２
岩 手 県 １５，２７５．０１ ２ ８３．８ ４６ ０．５７ ４７ ２４．３ ３９
宮 城 県 ７，２８２．２２ １６ ３２０．５ １９ ３．５３ １６ ４３．３ １４
秋 田 県 １１，６３７．５４ ６ ８７．９ ４５ ０．７４ ４５ ２７．５ ３３

山 形 県 ９，３２３．１５ ９ １２０．５ ４２ １．２５ ４１ ３０．９ ２７
福 島 県 １３，７８３．７４ ３ １３８．９ ４０ １．３４ ３８ ３０．６ ２８
茨 城 県 ６，０９７．０６ ２４ ４７８．４ １２ ４．０３ １３ ６５．２ ４
栃 木 県 ６，４０８．０９ ２０ ３０８．１ ２２ ３．００ ２０ ４６．５ １２
群 馬 県 ６，３６２．２８ ２１ ３１０．１ ２１ ３．１３ １９ ３５．８ １９

埼 玉 県 ３，７９７．７５ ３９ １，９１３．４ ４ １８．２３ ４ ６８．１ ３
千 葉 県 ５，１５７．６５ ２８ １，２０６．５ ６ １２．４９ ６ ６８．９ ２
東 京 都 ２，１９０．９３ ４５ ６，１６８．７ １ ４９．３９ １ ６４．７ ５
神奈川県 ２，４１５．８３ ４３ ３，７７７．７ ３ ３９．１９ ３ ６０．９ ６
新 潟 県 １２，５８４．１０ ５ １８３．１ ３４ １．８５ ３１ ３６．０ １８

富 山 県 ４，２４７．６１ ３３ ２５１．０ ２５ ２．４５ ２６ ４３．４ １３
石 川 県 ４，１８６．０９ ３５ ２７５．７ ２３ ２．６１ ２５ ３３．２ ２３
福 井 県 ４，１９０．４９ ３４ １８７．７ ３１ １．９９ ２９ ２５．７ ３５
山 梨 県 ４，４６５．２７ ３２ １８７．０ ３２ １．２８ ４０ ２１．４ ４４
長 野 県 １３，５６１．５６ ４ １５４．８ ３８ １．２４ ４２ ２３．８ ４１

岐 阜 県 １０，６２１．２９ ７ １９１．３ ３０ １．６５ ３４ ２０．８ ４５
静 岡 県 ７，７７７．４２ １３ ４７５．８ １３ ５．４６ １１ ３５．４ ２１
愛 知 県 ５，１７２．４８ ２７ １，４４６．７ ５ １８．０２ ５ ５７．８ ７
三 重 県 ５，７７４．４０ ２５ ３１４．５ ２０ ３．２８ １８ ３５．７ ２０
滋 賀 県 ４，０１７．３８ ３８ ３５１．７ １５ ２．８３ ２３ ３２．５ ２５

京 都 府 ４，６１２．１９ ３１ ５６６．０ １０ ５．７１ １０ ２５．５ ３７
大 阪 府 １，９０５．１４ ４６ ４，６３９．８ ２ ４７．５８ ２ ６９．８ １
兵 庫 県 ８，４００．９６ １２ ６５８．８ ８ ６．９５ ８ ３３．１ ２４
奈 良 県 ３，６９０．９４ ４０ ３６９．６ １４ ３．８０ １４ ２３．２ ４３
和歌山県 ４，７２４．６９ ３０ ２０３．９ ２９ １．８２ ３２ ２３．６ ４２

鳥 取 県 ３，５０７．０５ ４１ １６３．５ ３７ １．４１ ３６ ２５．７ ３５
島 根 県 ６，７０８．２４ １９ １０３．５ ４３ ０．５８ ４６ １９．４ ４６
岡 山 県 ７，１１４．５０ １７ ２７０．１ ２４ ２．８４ ２２ ３１．２ ２６
広 島 県 ８，４７９．４５ １１ ３３５．４ １７ ３．５７ １５ ２７．３ ３４
山 口 県 ６，１１２．３０ ２３ ２２９．８ ２８ ３．４４ １７ ２７．９ ３２

徳 島 県 ４，１４６．６５ ３６ １８２．３ ３５ １．３３ ３９ ２４．４ ３８
香 川 県 １，８７６．７２ ４７ ５２０．２ １１ ４．０９ １２ ５３．６ １０
愛 媛 県 ５，６７６．１１ ２６ ２４４．１ ２６ ２．６９ ２４ ２９．５ ２９
高 知 県 ７，１０３．９３ １８ １０２．５ ４４ ０．７６ ４４ １６．４ ４７
福 岡 県 ４，９８６．４０ ２９ １，０２３．１ ７ １１．３６ ７ ５５．４ ８

佐 賀 県 ２，４４０．６８ ４２ ３４１．２ １６ ２．３３ ２７ ５４．７ ９
長 崎 県 ４，１３２．０９ ３７ ３３３．３ １８ ２．９３ ２１ ４０．６ １５
熊 本 県 ７，４０９．３５ １５ ２４１．１ ２７ ２．１１ ２８ ３７．７ １６
大 分 県 ６，３４０．７１ ２２ １８３．９ ３３ １．８６ ３０ ２８．４ ３１
宮 崎 県 ７，７３５．３１ １４ １４２．７ ３９ １．４３ ３５ ２３．９ ４０

鹿児島県 ９，１８６．９４ １０ １７９．４ ３６ １．３５ ３７ ３６．１ １７
沖 縄 県 ２，２８１．１２ ４４ ６２８．４ ９ ５．８８ ９ ５１．３ １１
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～３「国勢調査」総務省統計局HP 平成２７年１０月１日 ５年
＊４ 「社会生活統計指標」総務省統計局HP 平成２７年１０月１日 毎年

注）１ 平成１７年、平成２２年、平成２７年の森林は推計面積による構成比。
２ 農用地は、平成２２年までは農地（田・畑）及び採草放牧地の合計面積、平成２７年は
農地（田・畑）及び原野等（採草放牧地・原野）の合計面積による構成比。

資料：「埼玉の土地」県土地水政策課HP
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は中区分、それ以外は小区分名称
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おしえてコバトン

２ 自然・地形

県土の約３分の１が自然公園
本県は関東地方の中央部から西部に位置する内陸県で、東は茨城、千葉、西は長野、

山梨、南は東京、北は群馬、栃木の１都６県に接しています。
地形は、県の最高峰・三宝山（２，４８３m）をはじめとする２，０００m級の山々が西部に連なり、

東部に移るにつれて丘陵、台地、低地と次第に低くなっています。
「環境統計集」によると、自然公園は国立１か所、県立１０か所の計１１か所が指定されてお
り、その総面積（１２４，５８２ha）が県土に占める割合は３２．８０％で、全国第５位でした。
「農林業センサス」によると、林野面積は１２１，３１１ha で、県土に占める割合は３１.９％でし
た。

県内の一級河川延長は１，６４５．０㎞
「一級河川の河川延長等調」によると、県内の一級河川延長は１,６４５．０㎞で、全国第２５位
でした。県内の一級河川はすべて利根川・荒川水系に含まれています。

～みどりの再生～

都市化の進展などにより本県の緑は年々減少し、昭和５０年から平成１７年までの３０年間で山
手線の内側とほぼ同じ約６，５００haの平地林が失われました。
そこで県では緑豊かな埼玉を守るため、平成２０年４月に自動車税の一部（１．５％）を財源とし
て「彩の国みどりの基金」を創設しました。この基金を活用して、平成２８年度までの９年間で
８，９８０haの森林を整備、再生したほか、建物の屋上や壁面緑化、校庭・
園庭の芝生化などにより、県内４４８か所の身近な施設で緑を創出しまし
た。
また、「みどりの再生」に取り組む企業や団体などの活動を様々な形で
支援しており、活動団体の裾野は確実に広がっています。

埼玉県の地形
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

自然公園面積 自然公園面積割合 林野面積割合 河川延長・一級河川
（指定区間外含む）

単 位 ha 順位 ％ 順位 ％ 順位 ㎞ 順位
全 国 ５，５６５，９６７ １４．７３ ６６．５ ８８，０７６．０

北 海 道 ８６７，５４０ １ １０．４０ ３９ ７０．６ １８ １０，１７５．６ １
青 森 県 １１４，１８７ １９ １１．８４ ３１ ６５．１ ２５ １，０８３．２ ３４
岩 手 県 ７２，０６１ ３１ ４．７２ ４６ ７５．７ ９ ２，１４２．２ １４
宮 城 県 １７１，１９９ ８ ２３．５１ １０ ５６．４ ３４ ２，１１６．０ １５
秋 田 県 １２３，８０１ １６ １０．６４ ３６ ７１．８ １６ ２，７３４．０ ８

山 形 県 １５５，５０９ １１ １６．６８ ２２ ６９．１ ２０ ２，９３１．１ ６
福 島 県 １７９，０９６ ６ １２．９９ ２８ ６８．５ ２２ ３，４３８．６ ４
茨 城 県 ９０，８９６ ２２ １４．９１ ２３ ３１．２ ４５ １，８９２．９ ２０
栃 木 県 １３３，４４３ １３ ２０．８２ １３ ５３．３ ３５ ２，７３２．２ ９
群 馬 県 ８８，８６４ ２４ １３．９７ ２６ ６４．１ ２７ ２，９０４．５ ７

埼 玉 県 １２４，５８２ １５ ３２．８０ ５ ３１．９ ４４ １，６４５．０ ２５
千 葉 県 ２８，５３７ ４４ ５．５３ ４５ ３０．８ ４６ ５１２．６ ４１
東 京 都 ７９，８８９ ２８ ３６．４６ ２ ３５．３ ４３ ７３４．６ ３８
神奈川県 ５５，１３８ ３４ ２２．８２ １１ ３８．８ ４２ ３３２．９ ４２
新 潟 県 ３１６，８９１ ２ ２５．１８ ９ ６３．９ ２８ ３，６０２．９ ３

富 山 県 １２５，５５４ １４ ２９．５６ ６ ５６．６ ３３ １，１７１．２ ３２
石 川 県 ５２，５６４ ３５ １２．５６ ２９ ６６．６ ２４ ３１６．９ ４３
福 井 県 ６１，９１２ ３３ １４．７７ ２４ ７４．０ １２ １，０９９．３ ３３
山 梨 県 １２１，１５３ １８ ２７．１３ ８ ７８．２ ４ ２，０５５．６ １７
長 野 県 ２７８，５４８ ３ ２０．５４ １４ ７６．１ ７ ５，０７０．４ ２

岐 阜 県 １９５，０９３ ５ １８．３７ １７ ７９．２ ２ ３，２６２．７ ５
静 岡 県 ８４，０４１ ２６ １０．８１ ３５ ６３．７ ３０ １，６２７．０ ２７
愛 知 県 ８８，８８１ ２３ １７．１８ ２０ ４２．２ ４１ １，３９３．１ ３０
三 重 県 ２０１，８９６ ４ ３４．９６ ３ ６４．３ ２６ １，７５１．３ ２２
滋 賀 県 １４９，９５７ １２ ３７．３３ １ ５０．７ ３６ ２，３１５．７ １２

京 都 府 ９４，５８９ ２０ ２０．５１ １５ ７４．３ １１ １，６３１．６ ２６
大 阪 府 ２０，０３９ ４７ １０．５２ ３７ ３０．２ ４７ ６６８．９ ３９
兵 庫 県 １６６，０１５ ９ １９．７６ １６ ６６．９ ２３ １，７６８．５ ２１
奈 良 県 ６３，３２８ ３２ １７．１６ ２１ ７６．８ ５ １，６７４．９ ２４
和歌山県 ４９，５５１ ３６ １０．４９ ３８ ７６．４ ６ ６０２．０ ４０

鳥 取 県 ４９，０６１ ３７ １３．９９ ２５ ７３．８ １３ １，０３４．２ ３６
島 根 県 ４０，４９６ ４１ ６．０４ ４４ ７８．３ ３ ２，２８８．６ １３
岡 山 県 ８０，６６４ ２７ １１．３４ ３２ ６８．８ ２１ ２，５４３．３ １０
広 島 県 ３７，８５７ ４３ ４．４６ ４７ ７２．７ １４ ２，４１８．７ １１
山 口 県 ４２，９７１ ３９ ７．０３ ４２ ７２．１ １５ ２１５．７ ４４

徳 島 県 ３８，７０６ ４２ ９．３３ ４０ ７５．６ １０ １，５１８．５ ２８
香 川 県 ２０，５３４ ４６ １０．９４ ３４ ４６．４ ３８ ８７．２ ４６
愛 媛 県 ４１，１２１ ４０ ７．２４ ４１ ７０．５ １９ １，９４４．３ １８
高 知 県 ４７，５０４ ３８ ６．６９ ４３ ８３．６ １ １，９２７．６ １９
福 岡 県 ８８，１０１ ２５ １７．６７ １９ ４４．６ ４０ １，３０２．２ ３１

佐 賀 県 ２６，８８４ ４５ １１．０１ ３３ ４５．３ ３９ １，０７６．４ ３５
長 崎 県 ７４，０９１ ３０ １７．９３ １８ ５９．４ ３２ １３６．３ ４５
熊 本 県 １５５，６３６ １０ ２１．０１ １２ ６２．３ ３１ １，７３４．５ ２３
大 分 県 １７４，３９１ ７ ２７．５０ ７ ７１．６ １７ ２，０７４．５ １６
宮 崎 県 ９１，９１９ ２１ １１．８８ ３０ ７６．１ ７ １，５０８．５ ２９

鹿児島県 １２３，４４９ １７ １３．４４ ２７ ６３．８ ２９ ８７８．１ ３７
沖 縄 県 ７７，８２８ ２９ ３４．１２ ４ ４８．７ ３７ ― ―
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「環境統計集」環境省HP 平成２９年３月３１日 毎年
＊３ 「農林業センサス」農林水産省HP 平成２７年２月１日 ５年
＊４ 「一級河川の河川延長等調」国土交通省HP 平成２８年４月３０日 毎年

資料：「埼玉県の地形区分と名称図」（１９７５ 村本達郎氏による）
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夏は高温多湿、冬は低温乾燥
本県の気候は、冬は北西の季節風が強く晴天の日が多くて乾燥し、夏は日中かなりの高

温になり雷の発生が多く、降ひょうも多いのが特徴です。地域別に気温の特徴をみると、
北部は、県内でも夏の気温が高い地域となっており、平成１９年８月１６日に熊谷と多治見（岐
阜県）で、国内最高気温４０．９℃を観測しました。（平成２５年８月１２日に高知県の江川崎で
４１．０℃を観測、国内最高気温は更新されました。） 一方、秩父地方の盆地は、冬期に夜間
の冷え込みが強く、昭和２９年１月２７日に－１５．８℃の最低気温を観測しました。

年間快晴日数５６日で全国第１位
気象庁によると、平成２８年の熊谷の年平均気温は、平年値より０．９℃高い１５．９℃、最高

気温は７月７日の３７．３℃、最低気温は１月２０日の－５．７℃でした。
また、年間降水量は平年値より１４．７㎜多い１，３０１．０㎜で、１日の最大降水量は８月２２日の

１３４．５㎜でした。年間日照時間は平年値より２９．２時間多い２，０７１．３時間となり、年間快晴日
数は５６日で、前年より１日多く、８年連続で全国第１位でした。

※表＊１～４の各都道府県値は、原則、都道府県庁所在市の観測地点によりますが、埼玉県
は熊谷、千葉県は銚子、滋賀県は彦根、山口県は下関の値としました。

月別降水量・平均気温（平成２８年・熊谷）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

年平均気温 年間降水量 年間日照時間 年間快晴日数
（日平均雲量＜１．５）

単 位 ℃ 順位 ㎜ 順位 時間 順位 日 順位
全 国 … … … …

北 海 道 ９．３ ４７ １，３６０．０ ３７ １，８１８．５ ３４ １６ ２８
青 森 県 １１．０ ４６ １，３８９．５ ３６ １，６２２．４ ４７ １３ ３６
岩 手 県 １１．２ ４５ １，３１８．０ ３９ １，８２３．９ ３３ １１ ４０
宮 城 県 １３．５ ４１ １，２０９．０ ４４ １，８９５．７ ２７ １２ ３７
秋 田 県 １２．５ ４４ １，７９５．５ ２１ １，６７３．５ ４５ ９ ４５

山 形 県 １２．７ ４３ １，２４３．５ ４３ １，６８３．３ ４３ １１ ４０
福 島 県 １４．２ ４０ １，１７２．０ ４５ １，８１７．７ ３５ １１ ４０
茨 城 県 １４．８ ３７ １，４２６．０ ３５ ２，０６１．６ １３ ３１ ９
栃 木 県 １４．８ ３７ １，５９１．５ ２８ １，９３６．３ ２１ ３４ ６
群 馬 県 １５．６ ３４ １，２４９．０ ４２ ２，１２９．２ ６ ４６ ２

埼 玉 県 １５．９ ２９ １，３０１．０ ４０ ２，０７１．３ １２ ５６ １
千 葉 県 １６．５ ２５ １，９２７．５ １８ ２，００９．８ １８ １９ ２３
東 京 都 １６．４ ２６ １，７７９．０ ２４ １，８４１．７ ３１ ２４ １３
神奈川県 １６．９ ２１ １，９６９．５ １７ １，９３５．２ ２２ ２４ １３
新 潟 県 １４．５ ３９ １，４９９．０ ３２ １，７３８．４ ４０ １０ ４４

富 山 県 １５．２ ３６ ２，３３５．５ １０ １，６７９．９ ４４ １５ ３０
石 川 県 １５．７ ３２ ２，８９０．５ ３ １，８０１．７ ３６ １１ ４０
福 井 県 １５．６ ３４ ２，０２７．０ １５ １，７３３．４ ４１ １２ ３７
山 梨 県 １５．７ ３２ １，１２５．０ ４６ ２，１８７．８ １ ２８ １１
長 野 県 １３．１ ４２ ９２３．０ ４７ ２，０２２．３ １６ １６ ２８

岐 阜 県 １６．９ ２１ １，９８８．０ １６ ２，１３４．５ ５ ３６ ５
静 岡 県 １７．６ １３ ２，４４１．５ ７ ２，０９８．７ １０ ４０ ３
愛 知 県 １７．０ ２０ １，６８６．０ ２６ ２，１６８．２ ２ ３２ ８
三 重 県 １６．９ ２１ １，７８５．５ ２３ ２，１４３．６ ４ ３４ ６
滋 賀 県 １５．８ ３１ １，６２８．５ ２７ ２，０１３．０ １７ ２３ １８

京 都 府 １７．１ １９ １，８４０．０ １９ １，８４６．８ ３０ １２ ３７
大 阪 府 １７．７ １０ １，４５３．５ ３４ ２，１２７．０ ７ １５ ３０
兵 庫 県 １７．８ ９ １，３４６．５ ３８ ２，１１４．７ ８ １４ ３４
奈 良 県 １６．０ ２７ １，４９３．５ ３３ １，８８７．１ ２８ １５ ３０
和歌山県 １７．７ １０ １，５０８．０ ３１ ２，１５４．６ ３ １７ ２６

鳥 取 県 １６．０ ２７ １，７９５．０ ２２ １，７１３．４ ４２ ９ ４５
島 根 県 １５．９ ２９ １，８００．０ ２０ １，６６３．６ ４６ １４ ３４
岡 山 県 １６．６ ２４ １，５１３．０ ３０ １，９９５．５ １９ ２５ １２
広 島 県 １７．２ １８ ２，１２４．０ １３ １，８９６．８ ２６ ２０ ２１
山 口 県 １７．７ １０ ２，０６４．５ １４ １，７８２．４ ３７ ２３ １８

徳 島 県 １７．６ １３ １，７１５．０ ２５ ２，０９８．８ ９ １９ ２３
香 川 県 １７．５ １７ １，２８６．０ ４１ ２，０２８．５ １５ １８ ２５
愛 媛 県 １７．６ １３ １，５８３．５ ２９ １，９２５．４ ２４ １７ ２６
高 知 県 １８．１ ４ ２，８２３．０ ４ ２，０９６．７ １１ ３１ ９
福 岡 県 １８．１ ４ ２，４２０．５ ８ １，８３１．５ ３２ １５ ３０

佐 賀 県 １７．９ ８ ２，５８６．０ ５ １，８６３．４ ２９ ２４ １３
長 崎 県 １８．１ ４ ２，２９３．０ １１ １，７８２．４ ３７ ２０ ２１
熊 本 県 １８．０ ７ ２，５０４．０ ６ １，９３２．３ ２３ ２２ ２０
大 分 県 １７．６ １３ ２，１９９．０ １２ １，９１３．４ ２５ ２４ １３
宮 崎 県 １８．６ ３ ２，９５１．５ ２ ２，０５１．４ １４ ４０ ３

鹿児島県 １９．６ ２ ３，２８５．５ １ １，９４５．７ ２０ ２４ １３
沖 縄 県 ２４．１ １ ２，３６８．０ ９ １，７５７．２ ３９ ４ ４７
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４ 気象庁HP 平成２８年 毎年

説 明 平成２８年 平年値
冬 日 日最低気温が０℃未満の日 ４１ ４８．２
真冬日 日最高気温が０℃未満の日 ― ０．０
夏 日 日最高気温が２５℃以上の日 １２９ １１７．２
真夏日 日最高気温が３０℃以上の日 ６７ ５６．７
猛暑日 日最高気温が３５℃以上の日 ８ １３．９

資料：気象庁HP

◆冬日、夏日などの日数（熊谷）◆
（単位：日）

注）平年値は、昭和５６年～平成２２年の３０年間の累年平均値。
資料：気象庁HP
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４ 自然災害

～熱中症を予防しましょう～

自然災害には、風水害や地震だけでなく、夏期の酷暑や冬期の雪害なども含まれます。
総務省消防庁によると、平成２９年夏期（５月から９月）の本県における熱中症による救急搬送

人員は、２，８００人でした。年齢区分別にみると、高齢者（６５歳以上）が１，３２４人（４７．３％）と最も
多く、次いで成人（１８歳以上６５歳未満）が１，０３４人（３６．９％）、少年（７歳以上１８歳未満）が４０９人
（１４．６％）、乳幼児（生後２８日以上７歳未満）が３３人（１．２％）の順となっています。

熱中症は、暑い環境に長時間さらされることにより発症します。「熱中症予防５つのポイン
ト」を活用して、熱中症を予防しましょう。
【熱中症予防５つのポイント】
１ 高齢者は上手にエアコンを ４「おかしい！？」と思ったら病院へ
２ 暑くなる日は要注意 ５ 周りの人にも気配りを
３ 水分をこまめに補給

自然災害被害総額が増加
「消防白書」によると、平成２８年の自然災害による被害総額は、前年より２，９７１万円多い
１億５，０１９万円でしたが、全国順位は前年と同じ第４３位でした。河川被害も、前年より２５箇
所多い３３箇所で発生しました。
「都道府県別土砂災害発生状況」によると、平成２８年に発生した土砂災害は６件でした。
なお、過去１０年間（平成１９年～２８年）に発生した土砂災害件数（累計）は３４件で、全国最少と
なっています。

県内の最大震度は震度４
「地震・火山月報（防災編）」によると、平成２８年に国内で被害を伴った地震は７回（「熊本
地震」により生じた一連の被害は、１回として扱っている。）でした。死者・行方不明者を伴
った地震は、「熊本地震」の１回でした。本県の観測点での震度１以上の地震は１１３回あり、
そのうち最大震度は震度４で、観測回数は７回でした。
また、気象庁によると、平成２８年の台風の発生数は２６個（平年値は２５．６個）でした。その

うち日本に上陸した台風は、６個（平年値は２．７個）でした。本県では８月に、台風９号の猛烈
な雨による浸水害、強風害、山がけ崩れ害などや、同月の台風１０号の大雨による山がけ崩
れ害が発生しました。

※表＊３、グラフ及び文中の土砂災害の数値は、土石流等、地すべり及びがけ崩れの件数
の合計です。

土砂災害発生件数（平成１９年～２８年の累計）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

自然災害による
被害総額 河川被害発生箇所数 土砂災害発生件数 震度１以上

地震観測回数

単 位 百万円 順位 箇所 順位 件 順位 回 順位
全 国 １，７５５，３１５ ７，１２４ １，４９２ ６，５８７

北 海 道 １６９，１７０ ２ １，８５９ １ ５６ １０ ２２４ １２
青 森 県 ９，１１９ ８ ９５ １３ １２ ２１ １４８ １７
岩 手 県 １４５，３８７ ３ ７７５ ３ １５８ ２ ２４５ １１
宮 城 県 ６，２０３ １０ ８ ３６ １ ４３ ３１７ １０
秋 田 県 １，３６０ ２８ １０ ３４ ９ ２４ ７４ ２７

山 形 県 ４，６５７ １４ ９７ １２ ４ ３７ ９２ ２４
福 島 県 １，０７３ ３０ ３８ ２３ ７ ２８ ４３８ ５
茨 城 県 ７３０ ３５ ６ ４０ ７ ２８ ３６４ ８
栃 木 県 ９１９ ３２ ２４ ２７ １ ４３ １８２ １５
群 馬 県 ９９７ ３１ １ ４２ ３ ３９ １００ ２０

埼 玉 県 １５０ ４３ ３３ ２４ ６ ３１ １１３ １９
千 葉 県 ５，０１４ １２ ８ ３６ ３１ １４ １９０ １３
東 京 都 ６５ ４５ ７ ３８ ８ ２７ １３２ １８
神奈川県 ９６ ４４ １ ４２ ３２ １３ ９７ ２２
新 潟 県 ２，２８３ ２２ ２０ ２８ ３８ １１ ６８ ２８

富 山 県 １，４２１ ２６ ３０ ２６ １１ ２２ １１ ４６
石 川 県 ６５８ ３６ １１ ３３ ３ ３９ １８ ４３
福 井 県 ２７９ ４２ ― ４４ １ ４３ １０ ４７
山 梨 県 ６１５ ３７ １３ ３２ ６ ３１ ４９ ３４
長 野 県 ３，４１８ １８ ２０ ２８ ２２ １８ ９５ ２３

岐 阜 県 ２，４４２ ２１ ７２ １６ ９ ２４ ４４ ３５
静 岡 県 １，３６２ ２７ １９ ３１ １８ ２０ ８９ ２６
愛 知 県 １７ ４６ ― ４４ ５ ３３ ２５ ３９
三 重 県 ２，１５０ ２４ ８５ １５ ５ ３３ １８ ４３
滋 賀 県 ５３１ ３９ ― ４４ ２ ４２ １３ ４５

京 都 府 １，１７０ ２９ ３９ ２２ ５ ３３ ２１ ４１
大 阪 府 １６ ４７ ― ４４ ３ ３９ ２１ ４１
兵 庫 県 ７５４ ３４ １０ ３４ ４ ３７ ３９ ３６
奈 良 県 ４９５ ４１ ２０ ２８ ― ４７ ２４ ４０
和歌山県 ３，７２７ １６ ６０ １８ ２４ １７ ６４ ３１

鳥 取 県 ６，２３２ ９ ７ ３８ ３４ １２ ４７７ ３
島 根 県 ４，９５１ １３ １２６ １０ ２７ １６ ５８ ３３
岡 山 県 ２，１８８ ２３ １０６ １１ １０ ２３ １６８ １６
広 島 県 １１，６５６ ６ ３０３ ６ ９３ ６ ６６ ２９
山 口 県 ３，２５８ ２０ ９４ １４ ６２ ８ ９０ ２５

徳 島 県 １，６２７ ２５ ６２ １７ ９ ２４ ３０ ３８
香 川 県 ５６５ ３８ ３１ ２５ ７ ２８ ３８ ３７
愛 媛 県 ３，３５５ １９ ５０ ２０ ５８ ９ ６４ ３１
高 知 県 ３，４７７ １７ ２４８ ７ ２１ １９ ６５ ３０
福 岡 県 ４，５１０ １５ ５３ １９ ３１ １４ ３９９ ７

佐 賀 県 ８２７ ３３ ４０ ２１ ５ ３３ １８５ １４
長 崎 県 ５，８４７ １１ １６２ ９ ９６ ５ ３６４ ８
熊 本 県 １，２７７，１１９ １ １，３９７ ２ ２２３ １ ３，８１２ １
大 分 県 ９，３５７ ７ ２１８ ８ ６７ ７ ８５９ ２
宮 崎 県 １４，４００ ５ ４１１ ５ １２７ ４ ４２６ ６

鹿児島県 ３９，１５９ ４ ４５３ ４ １３０ ３ ４５９ ４
沖 縄 県 ５０８ ４０ ２ ４１ １ ４３ ９８ ２１
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「消防白書」総務省消防庁HP 平成２８年 毎年
＊３ 「都道府県別土砂災害発生状況」国土交通省HP 平成２８年 毎年
＊４ 「地震・火山月報(防災編)」気象庁HP 平成２８年 毎年

資料：「都道府県別土砂災害発生状況」国土交通省HP
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５ 総人口

人口増加率は過去最低の１．０％
「国勢調査」によると、平成２７年１０月１日現在の人口は、前回調査（平成２２年）より７１，９７８人
増加し、７，２６６，５３４人（男性３，６２８，４１８人、女性３，６３８，１１６人）で全国第５位でした。大正９年
の調査開始以来、本県の人口は増加が続いていますが、増加率は過去最低の１．０％でした。
男女別にみると、男性人口が女性人口を上回っている都道府県はなく、女性１００人に対

する男性の数を表す人口性比では、愛知県の９９．９６、神奈川県の９９．８２に次いで、本県は９９．７３
で全国第３位でした。

県内在住外国人の割合が上昇
県内に在住する外国人は１０５，２０３人で、前回調査に比べて１６，４６９人（１８．６％）増加しまし

た。この結果、本県の人口に占める外国人の割合は、前回調査より０．２２ポイント上昇して
１．４５％でした。

～どうなる？埼玉県の将来推計人口～

埼玉県の将来推計人口をグラフ
で表しました。
推計の基となった２０１０年（平成

２２年）の人口は７１９万人ですが、３０
年後の２０４０年には６３０万人に減少
が予想されています。
また、若い世代の人口が減少す
る一方、高齢者人口の増加が予想
されています。

人口の推移（各年１０月１日現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

人口 男 女 外国人

単 位 人 順位 人 順位 人 順位 人 順位
全 国 １２７，０９４，７４５ ６１，８４１，７３８ ６５，２５３，００７ １，７５２，３６８

北 海 道 ５，３８１，７３３ ８ ２，５３７，０８９ ８ ２，８４４，６４４ ８ ２１，６７６ １８
青 森 県 １，３０８，２６５ ３１ ６１４，６９４ ３２ ６９３，５７１ ３１ ３，４４７ ４４
岩 手 県 １，２７９，５９４ ３２ ６１５，５８４ ３１ ６６４，０１０ ３２ ５，０１７ ３９
宮 城 県 ２，３３３，８９９ １４ １，１４０，１６７ １４ １，１９３，７３２ １４ １３，９８９ ２１
秋 田 県 １，０２３，１１９ ３８ ４８０，３３６ ３８ ５４２，７８３ ３８ ２，９１４ ４７

山 形 県 １，１２３，８９１ ３５ ５４０，２２６ ３５ ５８３，６６５ ３６ ５，５０３ ３７
福 島 県 １，９１４，０３９ ２１ ９４５，６６０ ２０ ９６８，３７９ ２１ ８，７２５ ３０
茨 城 県 ２，９１６，９７６ １１ １，４５３，５９４ １１ １，４６３，３８２ １２ ４１，３１０ １１
栃 木 県 １，９７４，２５５ １８ ９８１，６２６ １８ ９９２，６２９ ２０ ２６，４９４ １７
群 馬 県 １，９７３，１１５ １９ ９７３，２８３ １９ ９９９，８３２ １８ ３７，１２６ １２

埼 玉 県 ７，２６６，５３４ ５ ３，６２８，４１８ ５ ３，６３８，１１６ ５ １０５，２０３ ５
千 葉 県 ６，２２２，６６６ ６ ３，０９５，８６０ ６ ３，１２６，８０６ ６ ９０，１７８ ６
東 京 都 １３，５１５，２７１ １ ６，６６６，６９０ １ ６，８４８，５８１ １ ３７８，５６４ １
神奈川県 ９，１２６，２１４ ２ ４，５５８，９７８ ２ ４，５６７，２３６ ３ １４４，５００ ４
新 潟 県 ２，３０４，２６４ １５ １，１１５，４１３ １５ １，１８８，８５１ １５ １１，５６７ ２２

富 山 県 １，０６６，３２８ ３７ ５１５，１４７ ３７ ５５１，１８１ ３７ １０，７６８ ２６
石 川 県 １，１５４，００８ ３４ ５５８，５８９ ３３ ５９５，４１９ ３４ ９，３０８ ２８
福 井 県 ７８６，７４０ ４３ ３８１，４７４ ４３ ４０５，２６６ ４３ ９，４４８ ２７
山 梨 県 ８３４，９３０ ４１ ４０８，３２７ ４１ ４２６，６０３ ４２ １１，１１５ ２４
長 野 県 ２，０９８，８０４ １６ １，０２２，１２９ １６ １，０７６，６７５ １６ ２６，６４０ １６

岐 阜 県 ２，０３１，９０３ １７ ９８３，８５０ １７ １，０４８，０５３ １７ ３５，３８２ １３
静 岡 県 ３，７００，３０５ １０ １，８２０，９９３ １０ １，８７９，３１２ １０ ５９，５９６ ８
愛 知 県 ７，４８３，１２８ ４ ３，７４０，８４４ ４ ３，７４２，２８４ ４ １６６，１５０ ２
三 重 県 １，８１５，８６５ ２２ ８８３，５１６ ２２ ９３２，３４９ ２３ ３１，３３３ １５
滋 賀 県 １，４１２，９１６ ２６ ６９６，９４１ ２６ ７１５，９７５ ３０ １９，８８６ １９

京 都 府 ２，６１０，３５３ １３ １，２４８，９７２ １３ １，３６１，３８１ １３ ４３，９４９ １０
大 阪 府 ８，８３９，４６９ ３ ４，２５６，０４９ ３ ４，５８３，４２０ ２ １５０，８９０ ３
兵 庫 県 ５，５３４，８００ ７ ２，６４１，５６１ ７ ２，８９３，２３９ ７ ７７，５１８ ７
奈 良 県 １，３６４，３１６ ３０ ６４３，９４６ ３０ ７２０，３７０ ２９ ８，７２６ ２９
和歌山県 ９６３，５７９ ４０ ４５３，２１６ ４０ ５１０，３６３ ３９ ４，６６７ ４０

鳥 取 県 ５７３，４４１ ４７ ２７３，７０５ ４７ ２９９，７３６ ４７ ３，３８４ ４５
島 根 県 ６９４，３５２ ４６ ３３３，１１２ ４６ ３６１，２４０ ４６ ５，３７１ ３８
岡 山 県 １，９２１，５２５ ２０ ９２２，２２６ ２１ ９９９，２９９ １９ １７，３０９ ２０
広 島 県 ２，８４３，９９０ １２ １，３７６，２１１ １２ １，４６７，７７９ １１ ３４，８５４ １４
山 口 県 １，４０４，７２９ ２７ ６６５，００８ ２７ ７３９，７２１ ２５ １１，５１２ ２３

徳 島 県 ７５５，７３３ ４４ ３５９，７９０ ４４ ３９５，９４３ ４４ ３，８７１ ４２
香 川 県 ９７６，２６３ ３９ ４７２，３０８ ３９ ５０３，９５５ ４０ ６，９２８ ３５
愛 媛 県 １，３８５，２６２ ２８ ６５４，３８０ ２８ ７３０，８８２ ２７ ８，０９６ ３３
高 知 県 ７２８，２７６ ４５ ３４２，６７２ ４５ ３８５，６０４ ４５ ３，２３６ ４６
福 岡 県 ５，１０１，５５６ ９ ２，４１０，４１８ ９ ２，６９１，１３８ ９ ４７，０９７ ９

佐 賀 県 ８３２，８３２ ４２ ３９３，０７３ ４２ ４３９，７５９ ４１ ３，８７８ ４１
長 崎 県 １，３７７，１８７ ２９ ６４５，７６３ ２９ ７３１，４２４ ２６ ７，６６９ ３４
熊 本 県 １，７８６，１７０ ２３ ８４１，０４６ ２３ ９４５，１２４ ２２ ８，３５８ ３２
大 分 県 １，１６６，３３８ ３３ ５５１，９３２ ３４ ６１４，４０６ ３３ ８，６５６ ３１
宮 崎 県 １，１０４，０６９ ３６ ５１９，２４２ ３６ ５８４，８２７ ３５ ３，６９３ ４３

鹿児島県 １，６４８，１７７ ２４ ７７３，０６１ ２４ ８７５，１１６ ２４ ５，８４７ ３６
沖 縄 県 １，４３３，５６６ ２５ ７０４，６１９ ２５ ７２８，９４７ ２８ １１，０２０ ２５
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「国勢調査」総務省統計局HP 平成２７年１０月１日 ５年

注）昭和２０年は１１月１日現在で行われた「人口調査」による人口。
資料：「国勢調査」総務省統計局HP

資料：「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」国立社会保障・人口問題研究所HP
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６ 人口（年齢３区分別）

低下する年少人口割合、上昇する老年人口割合
「国勢調査」によると、平成２７年１０月１日現在の人口に占める年齢３区分別の人口の割合は、
年少人口割合が前回調査（平成２２年）に比べ０．７ポイント低下し、大正９年の調査開始以来最
も低い１２．６％（９１０，８０５人）でした。
生産年齢人口割合は、前回調査に比べ３．７ポイント低下し６２．５％（４，５０７，１７４人）となりま

したが、東京都、神奈川県、沖縄県に次いで全国第４位の高さでした。
老年人口割合は、前回調査に比べ４．４ポイント上昇し、調査開始以来最も高い２４．８％

（１，７８８，７３５人）でした。前回調査の老年人口割合と比べると、全都道府県で上昇しており、
２５．０％未満だったのは埼玉県を含む６都県でした。
１割を超えた７５歳以上人口の割合
人口に占める７５歳以上人口の割合は、前回調査に比べ２．４ポイント上昇し、１割を超える

１０．６％（７６６，１２５人）となりましたが、沖縄県に次いで全国第４６位と低い割合でした。一方、
２．４ポイントの上昇は全国で最高でした。
※グラフ及び文中の各構成比は、昭和１５年以降（昭和２０年・４５年を除く）は「不詳」数を分母
に含めない方法により算出しています。

～２０歳から６９歳の人口～

高齢化の進行などを踏まえ、生産年齢人口
（１５～６４歳）を５歳上げた２０～６９歳の人口につ
いてみてみると、生産年齢人口の４，５０７，１７４
人より約２０万人多い４，７１１，９０２人で、全国第５
位でした。
人口に占める割合では、生産年齢人口の割
合（６２．５％）を２．３ポイント上回る６４．８％で、
東京都、神奈川県に次い
で全国第３位となってい
ます。

年齢３区分別人口構成比（各年１０月１日現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

年少人口割合
（０～１４歳）

生産年齢人口割合
（１５～６４歳）

老年人口割合
（６５歳以上） ７５歳以上人口割合

単 位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位
全 国 １２．６ ６０．７ ２６．６ １２．８

北 海 道 １１．４ ４６ ５９．６ １６ ２９．１ ２０ １４．３ ２５
青 森 県 １１．４ ４５ ５８．４ ２５ ３０．１ １２ １５．４ １８
岩 手 県 １１．９ ４１ ５７．８ ３０ ３０．４ １１ １６．３ ５
宮 城 県 １２．５ ２９ ６１．７ ６ ２５．７ ４１ １２．９ ３４
秋 田 県 １０．５ ４７ ５５．７ ４５ ３３．８ １ １８．４ １

山 形 県 １２．１ ３８ ５７．１ ３７ ３０．８ ７ １６．９ ４
福 島 県 １２．１ ３９ ５９．２ １７ ２８．７ ２３ １５．０ ２０
茨 城 県 １２．６ ２５ ６０．６ １２ ２６．８ ３６ １２．５ ３８
栃 木 県 １２．９ ２０ ６１．３ １０ ２５．９ ３９ １２．２ ３９
群 馬 県 １２．８ ２１ ５９．６ １５ ２７．６ ３２ １３．２ ３２

埼 玉 県 １２．６ ２４ ６２．５ ４ ２４．８ ４２ １０．６ ４６
千 葉 県 １２．４ ３１ ６１．７ ７ ２５．９ ４０ １１．４ ４１
東 京 都 １１．５ ４４ ６５．９ １ ２２．７ ４６ １０．８ ４４
神奈川県 １２．６ ２６ ６３．５ ２ ２３．９ ４４ １０．９ ４３
新 潟 県 １２．０ ４０ ５８．１ ２８ ２９．９ １５ １５．７ １２

富 山 県 １２．２ ３５ ５７．３ ３６ ３０．５ ９ １５．０ １９
石 川 県 １３．０ １３ ５９．１ ２２ ２７．９ ２９ １３．３ ３１
福 井 県 １３．３ １０ ５８．１ ２９ ２８．６ ２５ １４．７ ２２
山 梨 県 １２．４ ３３ ５９．２ １８ ２８．４ ２６ １４．５ ２４
長 野 県 １３．０ １７ ５７．０ ３９ ３０．１ １３ １５．７ １１

岐 阜 県 １３．２ １１ ５８．７ ２４ ２８．１ ２７ １３．６ ２８
静 岡 県 １３．０ １４ ５９．２ １９ ２７．８ ３０ １３．４ ２９
愛 知 県 １３．８ ４ ６２．４ ５ ２３．８ ４５ １０．８ ４５
三 重 県 １３．０ １５ ５９．１ ２１ ２７．９ ２８ １３．７ ２７
滋 賀 県 １４．５ ２ ６１．３ ８ ２４．２ ４３ １１．３ ４２

京 都 府 １２．３ ３４ ６０．２ １３ ２７．５ ３４ １２．９ ３５
大 阪 府 １２．５ ２８ ６１．３ ９ ２６．１ ３７ １１．８ ４０
兵 庫 県 １２．９ １９ ６０．０ １４ ２７．１ ３５ １２．７ ３６
奈 良 県 １２．５ ３０ ５８．８ ２３ ２８．７ ２２ １３．３ ３０
和歌山県 １２．１ ３７ ５７．０ ４０ ３０．９ ６ １５．５ １５

鳥 取 県 １２．９ １８ ５７．３ ３４ ２９．７ １６ １５．８ ９
島 根 県 １２．６ ２７ ５５．０ ４７ ３２．５ ３ １７．７ ２
岡 山 県 １３．１ １２ ５８．２ ２７ ２８．７ ２４ １４．３ ２６
広 島 県 １３．４ ９ ５９．１ ２０ ２７．５ ３３ １３．２ ３３
山 口 県 １２．２ ３６ ５５．７ ４４ ３２．１ ４ １６．２ ６

徳 島 県 １１．７ ４２ ５７．４ ３３ ３１．０ ５ １６．０ ８
香 川 県 １２．８ ２２ ５７．３ ３５ ２９．９ １４ １５．０ ２１
愛 媛 県 １２．４ ３２ ５７．０ ４１ ３０．６ ８ １５．６ １３
高 知 県 １１．６ ４３ ５５．５ ４６ ３２．８ ２ １７．２ ３
福 岡 県 １３．４ ８ ６０．７ １１ ２５．９ ３８ １２．５ ３７

佐 賀 県 １４．０ ３ ５８．３ ２６ ２７．７ ３１ １４．５ ２３
長 崎 県 １３．０ １６ ５７．４ ３２ ２９．６ １７ １５．６ １４
熊 本 県 １３．６ ６ ５７．６ ３１ ２８．８ ２１ １５．４ １７
大 分 県 １２．７ ２３ ５６．９ ４２ ３０．４ １０ １５．７ １０
宮 崎 県 １３．７ ５ ５６．８ ４３ ２９．５ １８ １５．５ １６

鹿児島県 １３．５ ７ ５７．０ ３８ ２９．４ １９ １６．１ ７
沖 縄 県 １７．４ １ ６２．９ ３ １９．６ ４７ １０．１ ４７
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「国勢調査」総務省統計局HP 平成２７年１０月１日 ５年

順位 ２０～６９歳人口の割合
１ 東 京 都 ６６．８
２ 神奈川県 ６５．２
３ 埼 玉 県 ６４．８
４ 栃 木 県 ６４．２
５ 千 葉 県 ６３．９

全 国 ６２．９
４３ 長 野 県 ５９．７
４４ 宮 崎 県 ５９．７
４５ 鹿児島県 ５９．３
４６ 高 知 県 ５９．３
４７ 島 根 県 ５８．２

注）昭和２０年は１１月１日現在で行われた「人口調査」による人口。
資料：「国勢調査」総務省統計局HP

（単位：％）

資料：「平成２７年国勢調査」総務省統計局HP
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７ 年齢

全国で６番目に若い県
「国勢調査」によると、平成２７年１０月１日現在、平均年齢は４５．４歳で、沖縄県、愛知県、
滋賀県、東京都、神奈川県に続いて全国で６番目に若い県でした。前回調査（平成２２年）で
は４３．６歳で５番目に若い県でしたが、１．８歳上昇しました。

平均年齢 年齢（各歳）×各歳別人口÷各歳別人口の合計（年齢「不詳」を除く。）＋０．５

延びる平均寿命
「都道府県別生命表」によると、平成２７年の国勢調査等を基に算出した本県の平均寿命は、
男性が８０．８２年、女性が８６．６６年で、算出を始めた昭和４０年と比べ男性は１３．５６年、女性は
１４．２１年上昇しています。
「国勢調査」によると、平成２７年１０月１日現在の年齢１００歳以上の人口は２，２１６人で、５年前
の前回調査（平成２２年、１，３９６人）の約１．５倍、１０年前の前々回調査（平成１７年、７４９人）の約３
倍に増加しました。

４０歳代人口が最多
「埼玉県町（丁）字別人口調査」によると、平成２９年１月１日現在の人口を年齢階級別にみる
と、４０歳代が１，２０２，１７５人で総数（７，３４３，７３３人）の１６．４％を占め最も多く、次いで６０歳代が
１，０２０，０１０人で同１３．９％、３０歳代が９３３，１６３人で同１２．７％と続いています。

～市町村の平均年齢～

「国勢調査」によると、平成２７年１０月１
日現在、県内市町村で最も平均年齢が高
いのは鳩山町（５３．４歳）で、最も平均年齢
が低いのは戸田市（４０．７歳）でした。

埼玉県の人口ピラミッド（平成２９年１月１日現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

平均年齢 平均寿命（男） 平均寿命（女） 年齢１００歳以上の人口

単 位 歳 順位 年 順位 年 順位 人 順位
全 国 ４６．４ ８０．７７ ８７．０１ ６１，７６３

北 海 道 ４８．３ １４ ８０．２８ ３５ ８６．７７ ３７ ２，８３５ ４
青 森 県 ４９．０ ７ ７８．６７ ４７ ８５．９３ ４７ ５３９ ４４
岩 手 県 ４９．０ ８ ７９．８６ ４５ ８６．４４ ４２ ７２３ ３３
宮 城 県 ４６．２ ３８ ８０．９９ １５ ８７．１６ ２０ ９３７ ２４
秋 田 県 ５１．３ １ ７９．５１ ４６ ８６．３８ ４４ ５５７ ４３

山 形 県 ４９．１ ４ ８０．５２ ２９ ８６．９６ ２９ ６４５ ３６
福 島 県 ４８．２ １６ ８０．１２ ４１ ８６．４０ ４３ ９７０ ２２
茨 城 県 ４６．７ ３３ ８０．２８ ３４ ８６．３３ ４５ １，３２８ １６
栃 木 県 ４６．４ ３６ ８０．１０ ４２ ８６．２４ ４６ ８４６ ２８
群 馬 県 ４６．９ ２７ ８０．６１ ２８ ８６．８４ ３３ １，０５６ １９

埼 玉 県 ４５．４ ４２ ８０．８２ ２２ ８６．６６ ３９ ２，２１６ ９
千 葉 県 ４６．０ ３９ ８０．９６ １６ ８６．９１ ３０ ２，２５６ ８
東 京 都 ４４．７ ４４ ８１．０７ １１ ８７．２６ １５ ５，１４２ １
神奈川県 ４５．０ ４３ ８１．３２ ５ ８７．２４ １７ ３，４８７ ２
新 潟 県 ４８．５ １１ ８０．６９ ２４ ８７．３２ １１ １，５５１ １２

富 山 県 ４８．４ １２ ８０．６１ ２７ ８７．４２ ８ ７３４ ３１
石 川 県 ４６．７ ３２ ８１．０４ １２ ８７．２８ １３ ６７４ ３５
福 井 県 ４７．４ ２４ ８１．２７ ６ ８７．５４ ５ ５０７ ４５
山 梨 県 ４７．６ ２２ ８０．８５ ２１ ８７．２２ １８ ５９２ ３９
長 野 県 ４８．２ １７ ８１．７５ ２ ８７．６７ １ １，４５４ １４

岐 阜 県 ４６．９ ３０ ８１．００ １４ ８６．８２ ３４ ９９８ ２１
静 岡 県 ４７．０ ２６ ８０．９５ １７ ８７．１０ ２４ １，８５５ １０
愛 知 県 ４４．３ ４６ ８１．１０ ８ ８６．８６ ３２ ２，４３７ ７
三 重 県 ４６．９ ２８ ８０．８６ １９ ８６．９９ ２７ ８９０ ２７
滋 賀 県 ４４．５ ４５ ８１．７８ １ ８７．５７ ４ ５９０ ４０

京 都 府 ４６．３ ３７ ８１．４０ ３ ８７．３５ ９ １，４６３ １３
大 阪 府 ４５．８ ４０ ８０．２３ ３８ ８６．７３ ３８ ３，２７７ ３
兵 庫 県 ４６．５ ３５ ８０．９２ １８ ８７．０７ ２５ ２，６０１ ６
奈 良 県 ４７．２ ２５ ８１．３６ ４ ８７．２５ １６ ７１５ ３４
和歌山県 ４８．７ ９ ７９．９４ ４４ ８６．４７ ４１ ５８０ ４１

鳥 取 県 ４８．２ １８ ８０．１７ ３９ ８７．２７ １４ ４８１ ４７
島 根 県 ４９．５ ３ ８０．７９ ２３ ８７．６４ ３ ６２２ ３８
岡 山 県 ４６．９ ２９ ８１．０３ １３ ８７．６７ ２ １，２１８ １８
広 島 県 ４６．５ ３４ ８１．０８ ９ ８７．３３ １０ １，８３０ １１
山 口 県 ４９．０ ５ ８０．５１ ３０ ８６．８８ ３１ １，０３０ ２０

徳 島 県 ４９．０ ６ ８０．３２ ３３ ８６．６６ ４０ ４８９ ４６
香 川 県 ４８．０ ２０ ８０．８５ ２０ ８７．２１ １９ ７３４ ３１
愛 媛 県 ４８．６ １０ ８０．１６ ４０ ８６．８２ ３５ ９４３ ２３
高 知 県 ４９．８ ２ ８０．２６ ３７ ８７．０１ ２６ ６２５ ３７
福 岡 県 ４５．７ ４１ ８０．６６ ２５ ８７．１４ ２１ ２，７５８ ５

佐 賀 県 ４６．８ ３１ ８０．６５ ２６ ８７．１２ ２３ ５６７ ４２
長 崎 県 ４８．２ １５ ８０．３８ ３１ ８６．９７ ２８ ９２１ ２６
熊 本 県 ４７．５ ２３ ８１．２２ ７ ８７．４９ ６ １，３３７ １５
大 分 県 ４８．３ １３ ８１．０８ １０ ８７．３１ １２ ７４９ ３０
宮 崎 県 ４７．９ ２１ ８０．３４ ３２ ８７．１２ ２２ ７８７ ２９

鹿児島県 ４８．１ １９ ８０．０２ ４３ ８６．７８ ３６ １，２９０ １７
沖 縄 県 ４２．１ ４７ ８０．２７ ３６ ８７．４４ ７ ９２７ ２５
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，４「国勢調査」総務省統計局HP 平成２７年１０月１日 ５年
＊２，３「都道府県別生命表」厚生労働省HP 平成２７年 ５年

平均年齢が高い 順位 平均年齢が低い
鳩山町 ５３．４ １ 戸田市 ４０．７
東秩父村 ５３．３ ２ 和光市 ４０．８
長瀞町 ５１．４ ３ 朝霞市 ４２．０
ときがわ町 ５１．３ ４ 伊奈町 ４２．６
小鹿野町 ５１．２ ５ 吉川市 ４２．７

資料：「埼玉県町（丁）字別人口調査」県統計課HP

（単位：歳）

資料：「平成２７年国勢調査」総務省統計局HP
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増加する世帯数と進む世帯の小規模化
「国勢調査」によると、県内における平成２７年１０月１日現在の総世帯数は２，９７１，６５９世帯で、
そのうち一般世帯数は２，９６７，９２８世帯、施設等の世帯数は３，７３１世帯でした。一般世帯数は、
前回調査（平成２２年）と比べると１３０，３８６世帯（４．６％）増加しました。
一般世帯の１世帯当たり人員は２．４１人で、全国平均（２．３３人）を上回ったものの、前回調

査より０．０９人減少しました。１世帯当たり人員は、前回調査と比べると全ての都道府県で
減少しており、世帯の小規模化が進んでいます。

核家族世帯割合は全国第２位
家族類型別に一般世帯をみると、核家族世帯が１，８２０，０４９世帯で一般世帯の６１．３％を占

めており、この割合は全国第２位でした。また、核家族世帯のうち、夫婦のみの世帯は６１３，４３８
世帯（一般世帯の２０．７％）、夫婦と子供から成る世帯は９４０，３３８世帯（同３１．７％）でした。
高齢単身世帯は、前回調査より７１，５６５世帯（３５．０％）増加して２７５，７７７世帯で、一般世帯

に占める割合は９．３％でした。

高齢単身世帯 ６５歳以上の人一人のみの一般世帯。

～高齢単身世帯数（割合）の推移～
「国勢調査」によると、県内の高齢単身世帯数は、昭和６０年には２５，２５５世帯（一般世帯に占
める割合１．４％）でしたが、平成２７年には２７５，７７７世帯（同９．３％）に達し、３０年間で約１１倍に増
加しました。高齢単身世帯の割合は、調査を重ねるごとに増加を続けています。

家族類型別一般世帯構成比の変化
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

一般世帯数 １世帯当たり人員
（一般世帯）

核家族世帯割合
（一般世帯）

高齢単身世帯割合
（一般世帯）

単 位 世帯 順位 人 順位 ％ 順位 ％ 順位
全 国 ５３，３３１，７９７ ２．３３ ５５．８ １１．１

北 海 道 ２，４３８，２０６ ７ ２．１３ ４６ ５５．９ ２８ １３．１ ９
青 森 県 ５０９，２４１ ３１ ２．４８ ２０ ５３．３ ３７ １２．１ １５
岩 手 県 ４８９，３８３ ３２ ２．５４ １５ ５１．３ ４５ １０．９ ２６
宮 城 県 ９４２，５６９ １４ ２．４３ ２５ ５１．３ ４４ ９．１ ４５
秋 田 県 ３８７，３９２ ４０ ２．５５ １０ ５２．０ ４１ １２．３ １３

山 形 県 ３９２，２８８ ３７ ２．７８ １ ４９．８ ４６ ９．４ ４０
福 島 県 ７３０，０１３ ２１ ２．５６ ９ ５１．４ ４３ １０．６ ２８
茨 城 県 １，１２２，４４３ １３ ２．５５ １２ ５７．４ １７ ８．９ ４６
栃 木 県 ７６１，８６３ １９ ２．５４ １３ ５６．７ ２４ ９．２ ４４
群 馬 県 ７７２，０１４ １７ ２．５０ １９ ５９．２ ６ １０．３ ３１

埼 玉 県 ２，９６７，９２８ ５ ２．４１ ２７ ６１．３ ２ ９．３ ４１
千 葉 県 ２，６０４，８３９ ６ ２．３５ ３４ ５９．０ ７ ９．９ ３５
東 京 都 ６，６９０，９３４ １ １．９９ ４７ ４７．８ ４７ １１．１ ２５
神奈川県 ３，９６５，１９０ ２ ２．２６ ４０ ５８．４ １２ １０．１ ３４
新 潟 県 ８４６，４８５ １５ ２．６５ ５ ５３．０ ３９ ９．７ ３９

富 山 県 ３９０，３１３ ３９ ２．６６ ４ ５４．９ ３１ １０．２ ３２
石 川 県 ４５２，３５５ ３５ ２．４８ ２１ ５４．９ ３４ １０．１ ３３
福 井 県 ２７８，９９０ ４５ ２．７５ ２ ５２．７ ４０ ９．７ ３７
山 梨 県 ３３０，３７５ ４１ ２．４７ ２３ ５７．８ １５ １１．３ ２１
長 野 県 ８０５，２７９ １６ ２．５５ １１ ５７．０ ２１ １０．４ ２９

岐 阜 県 ７５１，７２６ ２０ ２．６５ ６ ５８．１ １３ ９．７ ３８
静 岡 県 １，４２７，４４９ １０ ２．５４ １４ ５６．８ ２３ ９．８ ３６
愛 知 県 ３，０５９，９５６ ４ ２．４１ ２８ ５６．９ ２２ ９．２ ４３
三 重 県 ７１８，９３４ ２３ ２．４７ ２２ ５８．６ ９ １０．８ ２７
滋 賀 県 ５３６，７０６ ２９ ２．５９ ７ ５８．８ ８ ８．３ ４７

京 都 府 １，１５１，４２２ １２ ２．２２ ４２ ５４．１ ３６ １１．９ １９
大 阪 府 ３，９１８，４４１ ３ ２．２２ ４３ ５６．１ ２７ １３．３ ７
兵 庫 県 ２，３１２，２８４ ８ ２．３５ ３３ ５９．３ ５ １２．４ １２
奈 良 県 ５２９，２５８ ３０ ２．５２ １７ ６３．９ １ １１．２ ２２
和歌山県 ３９１，４６５ ３８ ２．４０ ２９ ６０．３ ３ １５．０ ３

鳥 取 県 ２１６，２４４ ４７ ２．５７ ８ ５３．１ ３８ １１．１ ２４
島 根 県 ２６４，０８０ ４６ ２．５３ １６ ５１．８ ４２ １２．０ １６
岡 山 県 ７７１，２４２ １８ ２．４３ ２６ ５５．９ ２９ １１．２ ２３
広 島 県 １，２０９，２８８ １１ ２．２９ ３７ ５７．５ １６ １１．９ １７
山 口 県 ５９７，４２６ ２５ ２．２７ ３９ ５７．９ １４ １４．５ ４

徳 島 県 ３０４，９１１ ４３ ２．３９ ３０ ５４．９ ３２ １２．９ １１
香 川 県 ３９７，６０２ ３６ ２．３９ ３１ ５７．２ １９ １２．１ １４
愛 媛 県 ５９０，６２９ ２６ ２．２８ ３８ ５７．２ １８ １３．８ ５
高 知 県 ３１８，０８６ ４２ ２．２０ ４４ ５４．９ ３３ １６．５ １
福 岡 県 ２，１９６，６１７ ９ ２．２６ ４１ ５４．５ ３５ １１．８ ２０

佐 賀 県 ３０１，００９ ４４ ２．６７ ３ ５５．８ ３０ １０．４ ３０
長 崎 県 ５５８，３８０ ２８ ２．３７ ３２ ５７．１ ２０ １３．２ ８
熊 本 県 ７０２，５６５ ２４ ２．４６ ２４ ５６．１ ２６ １１．９ １８
大 分 県 ４８５，００１ ３３ ２．３２ ３５ ５６．４ ２５ １２．９ １０
宮 崎 県 ４６１，３８９ ３４ ２．３１ ３６ ５９．３ ４ １３．６ ６

鹿児島県 ７２２，３７２ ２２ ２．２０ ４５ ５８．６ １１ １５．３ ２
沖 縄 県 ５５９，２１５ ２７ ２．５０ １８ ５８．６ １０ ９．２ ４２
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「国勢調査」総務省統計局HP 平成２７年１０月１日 ５年

高齢単身世帯数
（世帯）

世帯割合
（％）

昭和６０年 ２５，２５５ １．４
平成 ２年 ３９，９０５ ２．０

７ ６０，７６６ ２．７
１２ ９７，３２４ ３．９
１７ １４３，９２３ ５．５
２２ ２０４，２１２ ７．２
２７ ２７５，７７７ ９．３

資料：「国勢調査」総務省統計局HP

資料：「国勢調査」
総務省統計局HP
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栃　木　県
9,991人
栃　木　県
9,991人群　馬　県

29,065人
群　馬　県
29,065人

茨　城　県
14,381人
茨　城　県
14,381人

( 　  　　)( 　  　　)うち 従業13,628人
　 通学 753人
うち 従業13,628人
　 通学 753人

( 　  　　)( 　  　　)
( 　  　　)( 　  　　)

うち 従業35,710人
　 通学 7,140人
うち 従業35,710人
　 通学 7,140人

( 　  　　)( 　  　　)うち 従業23,139人
　 通学 4,928人
うち 従業23,139人
　 通学 4,928人

うち 従業11,333人
　 通学  1,181人
うち 従業11,333人
　 通学  1,181人

(  　  　　)(  　  　　)うち 従業835,237人
　 通学 94,813人
うち 従業835,237人
　 通学 94,813人

(      　　)(      　　)うち 従業26,674人
　 通学 2,391人
うち 従業26,674人
　 通学 2,391人

( 　  　  )( 　  　  )うち 従業8,489人
　 通学1,502人
うち 従業8,489人
　 通学1,502人

千　葉　県
42,850人
千　葉　県
42,850人その他の道府県

12,514人
その他の道府県
12,514人

埼　玉　県

神 奈 川 県
28,067人
神 奈 川 県
28,067人

東　京　都
930,050人
東　京　都
930,050人

=10万人

=01万人
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９ 昼間人口

全国で最も低い昼夜間人口比率
「国勢調査」によると、平成２７年１０月１日現在の昼間人口は、前回調査（平成２２年）より
８２，９６３人増加して６，４５６，４５２人（増加率１．３％）で、前回に引き続き全国第５位でした。一方、
常住人口（夜間人口）は７，２６６，５３４人でした。
昼夜間人口比率は８８．９で、前回調査より０．３ポイント上昇したものの、前回に引き続き

全国で最も低い比率でした。
県外に従業する就業者及び通学者数は全国第２位
本県に常住する１５歳以上の就業者・通学者は３，８５８，６３７人で、そのうち県外へ従業・通

学している者（流出人口）は１，０６６，９１８人で、全国第２位でした。
県外への従業・通学者は、東京都への９３０，０５０人が最多でしたが、前回調査（平成２２年）

より１０，５５２人減少しました。次いで千葉県への４２，８５０人、群馬県への２９，０６５人の順でした。
一方、他都道府県に常住する１５歳以上の就業者・通学者のうち、本県で従業・通学して

いる者（流入人口）は２６１，１５５人で、全国第４位でした。
県外からの従業・通学者は、東京都からの１３９，４３４人が最も多く、次いで千葉県からの

４１，２８６人、群馬県からの２７，７６６人の順でした。
常住人口 調査時に普段住んでいる場所における人口で、夜間人口とも呼ばれる。
昼間人口 昼間活動している場所における人口で、常住人口から従業・通学（１５歳

未満通学者を含む）による流出人口及び流入人口を加減した人口。
昼夜間人口比率 常住人口を１００とした場合の昼間人口の割合。

～埼玉都民～
◆東京都への通勤・通学者（１５歳以上）の推移◆

埼玉県から東京都内へ通勤・通学するいわゆ
る「埼玉都民」は９３０，０５０人（平成２７年）で、平成７
年の１，１５０，７５０人をピークに減少傾向が続いて
います。
また、県外への通勤・通学者総数に占める「埼
玉都民」の割合は８７．２％（平成２７年）で、昭和３５
年の９６．１％より８．９ポイント
低くなり、東京都以外への分
散化がうかがえます。

県外に従業する就業者及び通学者数（平成２７年１０月１日現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

昼間人口 昼夜間人口比率 流入人口 流出人口

単 位 人 順位 ― 順位 人 順位 人 順位
全 国 １２７，０９４，７４５ １００．０ ５，７６８，１８５ ５，７６８，１８５

北 海 道 ５，３７８，７８６ ７ ９９．９ １７ ６，６５３ ４２ ９，６３６ ３８
青 森 県 １，３０６，２８３ ３０ ９９．８ ２４ ６，９５４ ４１ ８，９５１ ４２
岩 手 県 １，２７６，７０５ ３１ ９９．８ ２８ １１，６５０ ３０ １４，５３０ ２８
宮 城 県 ２，３３９，７８６ １４ １００．３ ５ ２９，８７６ ２０ ２４，０２１ ２２
秋 田 県 １，０２０，６４２ ３８ ９９．８ ３１ ３，１４７ ４５ ５，６２５ ４５

山 形 県 １，１２０，３６５ ３５ ９９．７ ３２ ６，４４４ ４３ ９，９８２ ３５
福 島 県 １，９１７，８１５ ２１ １００．２ １０ ２４，９８７ ２２ ２１，１１６ ２５
茨 城 県 ２，８４２，８５１ １２ ９７．５ ４０ ８５，９１３ ９ １６０，４６９ ８
栃 木 県 １，９５５，１９８ １８ ９９．０ ３７ ５８，４９４ １２ ７７，６０７ １３
群 馬 県 １，９６９，７６４ １７ ９９．８ ２５ ６１，３７３ １１ ６４，７１４ １６

埼 玉 県 ６，４５６，４５２ ５ ８８．９ ４７ ２６１，１５５ ４ １，０６６，９１８ ２
千 葉 県 ５，５８２，２４１ ６ ８９．７ ４６ １９０，２１４ ７ ８２８，１７７ ３
東 京 都 １５，９２０，４０５ １ １１７．８ １ ２，８８７，０６８ １ ４９３，６３１ ４
神奈川県 ８，３２２，９２６ ３ ９１．２ ４４ ３２４，０１２ ３ １，１２１，８５８ １
新 潟 県 ２，３０２，２３６ １５ ９９．９ ２１ ８，０３１ ３９ １０，０５９ ３４

富 山 県 １，０６３，８３４ ３７ ９９．８ ３０ ８，９２９ ３７ １１，４２１ ３１
石 川 県 １，１５６，５３６ ３４ １００．２ ８ １３，８６４ ２６ １１，３４３ ３２
福 井 県 ７８６，７３６ ４３ １００．０ １５ ７，８９２ ４０ ７，９０３ ４４
山 梨 県 ８２８，４９５ ４２ ９９．２ ３６ １１，７３４ ２９ １８，１９２ ２６
長 野 県 ２，０９４，０５１ １６ ９９．８ ２９ １０，９０６ ３１ １５，６０４ ２７

岐 阜 県 １，９５２，６３０ １９ ９６．１ ４２ ５０，６１１ １４ １２９，７０８ １０
静 岡 県 ３，６９２，３３６ １０ ９９．８ ２６ ３７，４１４ １７ ４５，４２８ １７
愛 知 県 ７，５８６，２９４ ４ １０１．４ ４ １９９，３９７ ６ ９６，３４２ １１
三 重 県 １，７８４，７７５ ２２ ９８．３ ３８ ３３，８００ １９ ６４，７８７ １５
滋 賀 県 １，３６３，７１６ ２９ ９６．５ ４１ ４６，３６９ １５ ９４，９５６ １２

京 都 府 ２，６５６，３５３ １３ １０１．８ ３ ２０１，９３１ ５ １５７，５５５ ９
大 阪 府 ９，２２４，３０６ ２ １０４．４ ２ ６６３，９８８ ２ ２７８，１１０ ６
兵 庫 県 ５，２９４，０７４ ８ ９５．７ ４３ １４２，１５３ ８ ３８１，１６８ ５
奈 良 県 １，２２８，４２６ ３２ ９０．０ ４５ ５５，４０２ １３ １９２，５４６ ７
和歌山県 ９４６，３８７ ４０ ９８．２ ３９ １８，８９８ ２３ ３６，４８７ １９

鳥 取 県 ５７２，６７８ ４７ ９９．９ ２３ ９，００４ ３６ ９，７８６ ３７
島 根 県 ６９４，７７０ ４６ １００．１ １２ ９，８２９ ３２ ９，３９７ ３９
岡 山 県 １，９２１，８２２ ２０ １００．０ １３ ２６，２１５ ２１ ２６，１７４ ２１
広 島 県 ２，８５０，０８７ １１ １００．２ ９ ３５，５９５ １８ ２９，５８０ ２０
山 口 県 １，３９９，１０９ ２６ ９９．６ ３４ １６，２７２ ２４ ２１，７０７ ２４

徳 島 県 ７５２，９１９ ４４ ９９．６ ３３ ５，１１８ ４４ ７，９４２ ４３
香 川 県 ９７８，５１１ ３９ １００．２ ７ １２，１１７ ２７ ９，８７５ ３６
愛 媛 県 １，３８５，３９２ ２７ １００．０ １４ ９，１７５ ３５ ９，０３４ ４０
高 知 県 ７２７，６４４ ４５ ９９．９ ２０ ３，０３２ ４６ ３，６４２ ４６
福 岡 県 ５，１０５，４３８ ９ １００．１ １１ ７６，４７２ １０ ７２，５６５ １４

佐 賀 県 ８３４，８７１ ４１ １００．２ ６ ４０，６０４ １６ ３８，７６７ １８
長 崎 県 １，３７４，２１０ ２８ ９９．８ ２７ ９，２７１ ３４ １２，２５５ ３０
熊 本 県 １，７７７，２９２ ２３ ９９．５ ３５ １４，４６５ ２５ ２３，２７２ ２３
大 分 県 １，１６５，６６８ ３３ ９９．９ １８ １１，８９４ ２８ １２，５２４ ２９
宮 崎 県 １，１０３，４３４ ３６ ９９．９ １９ ８，３７３ ３８ ９，００６ ４１

鹿児島県 １，６４６，３８６ ２４ ９９．９ ２２ ９，３３１ ３３ １１，１９５ ３３
沖 縄 県 １，４３３，１１０ ２５ １００．０ １６ ２，１５９ ４７ ２，６２０ ４７
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「国勢調査」総務省統計局HP 平成２７年１０月１日 ５年

注）１５歳以上。
資料：「国勢調査」総務省統計局HP

資料：「国勢調査」総務省統計局HP

Ⅰ

自
然
と
人
口

18 19



（％）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

22 272817127平成
2年

605550454035昭和
30年

転出率

転入率

おしえてコバトン

0

10

20

30

40

50

60
（千人）

転入者
転出者

0~9歳 10~19 20~29 30~39 40~49 50~59 60~69 70歳以上

１０ 転入・転出

転入者数、転入超過数及び転入超過率いずれも全国第３位
「住民基本台帳人口移動報告年報」によると、平成２８年の住民基本台帳上の他都道府県か
らの転入者数（日本人移動者）は、前年より２，８８６人減少して１５９，３８９人で、全国第３位でし
た。内訳は、東京都からの転入が最も多く５９，６６２人、次いで神奈川県から１３，８４５人、千葉
県から１２，９０６人の順でした。
また、他都道府県への転出者数（日本人移動者）は、前年より４，９１８人減少して１４３，８２９人

で、全国第４位でした。内訳は、東京都への転出が最も多く５６，６８９人、次いで神奈川県へ
１３，８５２人、千葉県へ１３，３２７人の順でした。
転入者数と転出者数を比べると、昭和３０年以降、転出者より転入者の方が多い転入超過

の状況が続いていましたが、平成１７年は５１年ぶりに転出者の方が多い転出超過となりまし
た。しかし、平成１８年からは再び転入超過となっています。平成２８年に転入超過となった
のは７都府県で、本県の転入超過数は１５，５６０人、転入超過率は０．２２％で、いずれも東京都、
千葉県に次いで全国第３位でした。

転入超過率 推計日本人人口（国勢調査実施年は、同調査結果の日本人人口）を１００と
した場合の転入超過数の比率。

転入（転出）率 推計日本人人口（国勢調査実施年は、同調査結果の日本人人口）を１００
とした場合の転入（転出）数の比率。

※表＊３，４の△は、転出超過を示します。

～年代別の転入、転出者数～
平成２８年の本県への転入者数と本県
からの転出者数を年代別にみると、転
入者・転出者ともに２０歳代（転入者：
５８，８２５人、転出者：５６，０３６人）が最も
多く、次いで３０歳代（転入者：３７，５０３
人、転出者：３４，６８８人）が続いています。
２０歳代と３０歳代を合わせると、転入
者・転出者ともに
全体の約６割を占
めています。

転入率と転出率
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

他都道府県からの
転入者数

他都道府県への
転出者数 転入超過数 転入超過率

単 位 人 順位 人 順位 人 順位 ％ 順位
全 国 ２，２７５，３３１ ２，２７５，３３１ ― ―

北 海 道 ４８，５４４ １１ ５５，４１８ １０ ▲▲ ６，８７４ ４７ ▲▲ ０．１３ １８
青 森 県 １７，０６１ ３５ ２３，３８４ ３０ ▲▲ ６，３２３ ４３ ▲▲ ０．４９ ４７
岩 手 県 １７，１１３ ３３ ２０，９８３ ３２ ▲▲ ３，８７０ ３４ ▲▲ ０．３１ ３８
宮 城 県 ４７，１２４ １２ ４７，６０７ １４ ▲▲ ４８３ ９ ▲▲ ０．０２ ８
秋 田 県 １１，３５３ ４１ １５，７５１ ３９ ▲▲ ４，３９８ ３７ ▲▲ ０．４４ ４６

山 形 県 １２，９２１ ３８ １６，５６０ ３８ ▲▲ ３，６３９ ３０ ▲▲ ０．３３ ４１
福 島 県 ２５，５０５ ２２ ３１，３４４ １７ ▲▲ ５，８３９ ４１ ▲▲ ０．３１ ３８
茨 城 県 ４５，１６６ １４ ４８，８７５ １２ ▲▲ ３，７０９ ３２ ▲▲ ０．１３ １８
栃 木 県 ２９，７６０ １５ ３２，７４８ １６ ▲▲ ２，９８８ ２７ ▲▲ ０．１５ ２２
群 馬 県 ２６，３４４ １７ ２９，０８０ ２２ ▲▲ ２，７３６ ２６ ▲▲ ０．１４ ２１

埼 玉 県 １５９，３８９ ３ １４３，８２９ ４ １５，５６０ ３ ０．２２ ３
千 葉 県 １４３，０８１ ５ １２７，００６ ５ １６，０７５ ２ ０．２６ ２
東 京 都 ４１３，４４４ １ ３３９，２６７ １ ７４，１７７ １ ０．５６ １
神奈川県 ２０５，３６８ ２ １９３，３１２ ２ １２，０５６ ４ ０．１３ ４
新 潟 県 ２１，３１６ ２９ ２７，５０５ ２５ ▲▲ ６，１８９ ４２ ▲▲ ０．２７ ３２

富 山 県 １２，２０６ ４０ １３，２１０ ４２ ▲▲ １，００４ １３ ▲▲ ０．１０ １４
石 川 県 １７，５１９ ３１ １８，３３０ ３５ ▲▲ ８１１ １２ ▲▲ ０．０７ １２
福 井 県 ８，５５７ ４７ １０，３７７ ４６ ▲▲ １，８２０ １８ ▲▲ ０．２４ ２９
山 梨 県 １２，３６６ ３９ １４，３７７ ４１ ▲▲ ２，０１１ ２０ ▲▲ ０．２５ ３０
長 野 県 ２５，７６５ ２０ ２８，４４５ ２３ ▲▲ ２，６８０ ２５ ▲▲ ０．１３ １８

岐 阜 県 ２５，４５９ ２３ ３０，４９０ １８ ▲▲ ５，０３１ ３９ ▲▲ ０．２５ ３０
静 岡 県 ４９，２１１ １０ ５５，６０１ ９ ▲▲ ６，３９０ ４４ ▲▲ ０．１８ ２３
愛 知 県 １１１，１６０ ６ １０４，８９５ ６ ６，２６５ ５ ０．０９ ６
三 重 県 ２５，７２８ ２１ ２９，３２５ ２１ ▲▲ ３，５９７ ２８ ▲▲ ０．２０ ２５
滋 賀 県 ２４，６５６ ２４ ２５，３６２ ２７ ▲▲ ７０６ １０ ▲▲ ０．０５ １１

京 都 府 ５３，７５９ ９ ５４，５０９ １１ ▲▲ ７５０ １１ ▲▲ ０．０３ １０
大 阪 府 １５２，５３７ ４ １５０，７４３ ３ １，７９４ ７ ０．０２ ７
兵 庫 県 ８５，９３３ ８ ９２，６９３ ７ ▲▲ ６，７６０ ４５ ▲▲ ０．１２ １７
奈 良 県 ２３，００４ ２６ ２６，６２３ ２６ ▲▲ ３，６１９ ２９ ▲▲ ０．２７ ３２
和歌山県 １０，６８１ ４２ １４，５７５ ４０ ▲▲ ３，８９４ ３５ ▲▲ ０．４１ ４４

鳥 取 県 ８，６７２ ４６ ９，９８２ ４７ ▲▲ １，３１０ １６ ▲▲ ０．２３ ２６
島 根 県 １０，２４８ ４３ １１，５００ ４３ ▲▲ １，２５２ １５ ▲▲ ０．１８ ２３
岡 山 県 ２８，０５４ １６ ３０，０２７ ２０ ▲▲ １，９７３ １９ ▲▲ ０．１０ １４
広 島 県 ４５，９６６ １３ ４８，１０２ １３ ▲▲ ２，１３６ ２１ ▲▲ ０．０８ １３
山 口 県 ２１，３９４ ２８ ２５，１９５ ２８ ▲▲ ３，８０１ ３３ ▲▲ ０．２８ ３６

徳 島 県 ９，１０７ ４４ １０，８５５ ４５ ▲▲ １，７４８ １７ ▲▲ ０．２３ ２６
香 川 県 １６，９３７ ３６ １８，０３８ ３６ ▲▲ １，１０１ １４ ▲▲ ０．１１ １６
愛 媛 県 １７，０８０ ３４ ２０，７２７ ３３ ▲▲ ３，６４７ ３１ ▲▲ ０．２７ ３２
高 知 県 ８，９１９ ４５ １１，１８４ ４４ ▲▲ ２，２６５ ２２ ▲▲ ０．３２ ４０
福 岡 県 ９８，３４４ ７ ９２，６１２ ８ ５，７３２ ６ ０．１１ ５

佐 賀 県 １４，８３１ ３７ １７，１３１ ３７ ▲▲ ２，３００ ２３ ▲▲ ０．２８ ３６
長 崎 県 ２２，１０５ ２７ ２７，６７８ ２４ ▲▲ ５，５７３ ４０ ▲▲ ０．４１ ４４
熊 本 県 ２６，００３ １８ ３２，７９４ １５ ▲▲ ６，７９１ ４６ ▲▲ ０．３８ ４２
大 分 県 １７，８５２ ３０ ２０，４６０ ３４ ▲▲ ２，６０８ ２４ ▲▲ ０．２３ ２６
宮 崎 県 １７，４０４ ３２ ２１，６９２ ３１ ▲▲ ４，２８８ ３６ ▲▲ ０．３９ ４３

鹿児島県 ２５，８１１ １９ ３０，２８４ １９ ▲▲ ４，４７３ ３８ ▲▲ ０．２７ ３２
沖 縄 県 ２４，５７４ ２５ ２４，８４６ ２９ ▲▲ ２７２ ８ ▲▲ ０．０２ ８
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「住民基本台帳人口移動報告年報」総務省統計局HP 平成２８年 毎年

資料：「住民基本台帳人口移動報告年報」総務省統計局HP

資料：「住民基本台帳人口移動報告年報」総務省統計局HP
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　(出生率、死亡率：人口千対) （合計特殊出生率）

出生率

合計特殊出生率

死亡率

１1 出生

出生数は全国第５位
「人口動態統計（確定数）の概況」及び「埼玉県の人口動態概況（確定数）」によると、平成２８
年の出生数は前年より１，６３０人減少して５４，４４７人（男性２８，１１１人、女性２６，３３６人）で、全国
第５位でした。出生数は、昭和４８年の１０６，００８人をピークに平成２年まで減少し続け、その
後増減を繰り返しながら長期的には減少傾向が続いています。
また、出生率は７．６で、前年を０．２ポイント下回りました。出生率は、第２次ベビーブー

ムの昭和４６年及び４７年の２４．０以降低下を続け、平成２年には１０．０を下回りました。その後
は１０．０を上回る程度で推移していましたが、平成９年に再び１０．０を下回って以降、概ね低
下傾向にあります。

自然増減率、合計特殊出生率ともに低下
自然増減率は、前年より０．４ポイント低下して△１．３となり、全国順位は前年と同じ第６

位でした。これは、戦後初めてマイナスに転じた平成２４年から５年連続の低下となります。
合計特殊出生率も前年より０．０２ポイント低下し、１．３７でした。

出生率 出生数÷日本人人口×１，０００
自然増減率 自然増減数（出生数－死亡数）÷日本人人口×１，０００
合計特殊出生率 １５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女

性がその年齢別出生率で一生の間に子供を生むとしたときの子供
の数に相当します。

※表＊１～４の全国値は、住所が外国の者・不詳を含みます。
※表＊２～４の比率算出に用いた日本人人口は、平成２８年１０月１日現在の「人口推計」（総務
省統計局）です。

出生率・合計特殊出生率及び死亡率
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

出生数 出生率
（人口千対）

自然増減率
（人口千対） 合計特殊出生率

単 位 人 順位 ― 順位 ― 順位 ― 順位
全 国 ９７６，９７８ ７．８ ▲▲ ２．６ １．４４

北 海 道 ３５，１２５ ９ ６．６ ４６ ▲▲ ５．０ ３３ １．２９ ４６
青 森 県 ８，６２６ ３４ ６．７ ４３ ▲▲ ６．７ ４３ １．４８ ３０
岩 手 県 ８，３４１ ３５ ６．６ ４５ ▲▲ ６．８ ４４ １．４５ ３６
宮 城 県 １７，３４７ １４ ７．５ ２６ ▲▲ ２．６ １２ １．３４ ４５
秋 田 県 ５，６６６ ４３ ５．６ ４７ ▲▲ ９．５ ４７ １．３９ ３８

山 形 県 ７，５４７ ３６ ６．８ ４２ ▲▲ ６．９ ４５ １．４７ ３４
福 島 県 １３，７４４ ２２ ７．３ ３２ ▲▲ ５．５ ３６ １．５９ １３
茨 城 県 ２０，８７８ １２ ７．３ ３１ ▲▲ ３．７ ２０ １．４７ ３３
栃 木 県 １４，６２１ ２１ ７．５ ２５ ▲▲ ３．５ １８ １．４６ ３５
群 馬 県 １３，６６１ ２４ ７．１ ３７ ▲▲ ４．４ ２５ １．４８ ３１

埼 玉 県 ５４，４４７ ５ ７．６ ２３ ▲▲ １．３ ６ １．３７ ４０
千 葉 県 ４５，３８７ ６ ７．４ ２９ ▲▲ １．８ ８ １．３５ ４３
東 京 都 １１１，９６２ １ ８．５ ５ ▲▲ ０．１ ２ １．２４ ４７
神奈川県 ７０，６４８ ２ ７．９ １７ ▲▲ ０．７ ５ １．３６ ４１
新 潟 県 １５，７３６ １６ ６．９ ４１ ▲▲ ５．８ ３８ １．４３ ３７

富 山 県 ７，３０２ ３８ ７．０ ４０ ▲▲ ５．３ ３５ １．５０ ２７
石 川 県 ８，９２７ ３３ ７．８ １９ ▲▲ ３．１ １４ １．５３ ２２
福 井 県 ６，１１２ ４１ ７．９ １５ ▲▲ ４．０ ２４ １．６５ ８
山 梨 県 ５，８１９ ４２ ７．１ ３６ ▲▲ ４．６ ２８ １．５１ ２３
長 野 県 １５，１６９ １８ ７．４ ３０ ▲▲ ４．８ ３１ １．５９ １２

岐 阜 県 １４，８３１ ２０ ７．５ ２７ ▲▲ ３．８ ２３ １．５４ ２１
静 岡 県 ２７，６５２ １０ ７．６ ２２ ▲▲ ３．２ １５ １．５５ １９
愛 知 県 ６４，２２６ ４ ８．８ ２ ▲▲ ０．１ ２ １．５６ １８
三 重 県 １３，２０２ ２５ ７．４ ２８ ▲▲ ３．７ ２０ １．５１ ２４
滋 賀 県 １２，０７２ ２６ ８．７ ４ ▲▲ ０．３ ４ １．５６ １７

京 都 府 １９，３２７ １３ ７．６ ２４ ▲▲ ２．５ １１ １．３４ ４４
大 阪 府 ６８，８１６ ３ ７．９ １４ ▲▲ １．８ ８ １．３７ ３９
兵 庫 県 ４３，３７８ ８ ８．０ １３ ▲▲ ２．２ １０ １．４９ ２９
奈 良 県 ９，４３０ ３０ ７．０ ３９ ▲▲ ３．４ １７ １．３６ ４２
和歌山県 ６，６５８ ４０ ７．０ ３８ ▲▲ ６．３ ４２ １．５０ ２８

鳥 取 県 ４，４３６ ４７ ７．８ １８ ▲▲ ５．２ ３４ １．６０ １１
島 根 県 ５，３００ ４５ ７．７ ２１ ▲▲ ６．２ ４０ １．７５ ２
岡 山 県 １５，４７７ １７ ８．２ １０ ▲▲ ３．２ １５ １．５６ １６
広 島 県 ２２，７３６ １１ ８．１ １１ ▲▲ ２．６ １２ １．５７ １５
山 口 県 ９，８４４ ２９ ７．１ ３５ ▲▲ ６．２ ４０ １．５８ １４

徳 島 県 ５，３４６ ４４ ７．２ ３４ ▲▲ ６．０ ３９ １．５１ ２５
香 川 県 ７，５１０ ３７ ７．８ ２０ ▲▲ ４．６ ２８ １．６４ ９
愛 媛 県 ９，９１１ ２８ ７．３ ３３ ▲▲ ５．７ ３７ １．５４ ２０
高 知 県 ４，７７９ ４６ ６．７ ４４ ▲▲ ７．７ ４６ １．４７ ３２
福 岡 県 ４４，０３３ ７ ８．７ ３ ▲▲ １．４ ７ １．５０ ２６

佐 賀 県 ６，８１１ ３９ ８．３ ８ ▲▲ ３．５ １８ １．６３ １０
長 崎 県 １０，８８６ ２７ ８．０ １２ ▲▲ ４．６ ２８ １．７１ ４
熊 本 県 １４，８９４ １９ ８．４ ６ ▲▲ ３．７ ２０ １．６６ ６
大 分 県 ９，０５９ ３１ ７．９ １６ ▲▲ ４．５ ２７ １．６５ ７
宮 崎 県 ８，９２９ ３２ ８．２ ９ ▲▲ ４．４ ２５ １．７１ ３

鹿児島県 １３，６８８ ２３ ８．４ ７ ▲▲ ４．９ ３２ １．６８ ５
沖 縄 県 １６，６１７ １５ １１．６ １ ３．４ １ １．９５ １
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「人口動態統計（確定数）の概況」厚生労働省HP 平成２８年 毎年

出生率が
高い市町村 出生率 前年比 順位 出生率が

低い市町村 出生率 前年比

戸田市 １０．９ △０．６ １ 鳩山町 ３．０ △０．３
和光市 １０．６ △０．３ ２ 小鹿野町 ３．５ △０．３
朝霞市 １０．０ △０．３ ３ 川島町 ３．７ △１．２
滑川町 ９．６ △０．３ ４ 東秩父村 ３．９ ０．８
志木市 ９．２ ０．０ ５ 吉見町 ４．２ ０．１

資料：「埼玉県の人口動態概況（確定数）」県保健医療政策課HP

◆出生率の高い市町村と低い市町村（平成２８年）◆

注）出生率は、人口千対。
資料：「埼玉県の人口動態概況（確定数）」県保健医療政策課HP
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１２ 死亡

死亡数、死亡率ともに増加
「人口動態統計（確定数）の概況」及び「埼玉県の人口動態概況（確定数）」によると、平成２８
年の死亡数は前年より９０１人増加して、６３，４６６人（男性３４，６６７人、女性２８，７９９人）で全国第５
位でした。
死亡率は昭和３５年から昭和５５年まで低下傾向が続き、以降４．５前後で推移していました

が、昭和６１年以降上昇傾向に転じています。平成２８年は、前年より０．２ポイント上昇して８．９
でした。

死因第１位は悪性新生物、第２位心疾患、第３位肺炎
死亡数を死因別にみると、悪性新生物が１９，１４８人（死亡総数の３０．２％）と最も多く、次い

で心疾患１０，０２６人（同１５．８％）、肺炎６，５４３人（同１０．３％）、脳血管疾患５，１５９人（同８．１％）、
老衰３，５１０人（同５．５％）、不慮の事故１，４５５人（同２．３％）、自殺１，１９４人（同１．９％）、腎不全１，１３２
人（同１．８％）、大動脈瘤及び解離８４０人（同１．３％）、肝疾患７８４人（同１．２％）の順でした。
また、年齢階級別に死因別死亡数をみると、１０～３０歳代は自殺、４０～８０歳代は悪性新生

物、１０歳未満及び９０歳以上は心疾患が最も多くなっています。

死亡率 死亡数÷日本人人口×１，０００
※日本人人口は、平成２８年１０月１日現在の「人口推計」（総務省統計局）によるものです。

※表＊１～４の「全国」には、住所が外国・不詳の者を含みます。
※表＊４、グラフ及び文中の心疾患の死亡数は、高血圧性を除きます。

～主な死因別死亡率の推移～
死因別に死亡率（人口１０万対）の推移をみ
ると、悪性新生物は昭和５６年以降死因順位
第１位となり、上昇を続けています。心疾
患は、昭和６０年に脳血管疾患にかわり第２
位となり、その後も緩やかな上昇を続けて
います。脳血管疾患は、昭和３６年をピーク
に低下し、平成２３年には肺炎にかわり第４
位となっています。
注）平成７年の心疾患及び脳血管疾患の著し
い変動は、死亡傾向が急激に変化したもの
ではなく、死因分類及び
死亡診断書の改正による
ものと考えられます。

死因別死亡数構成比（平成２８年）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

死亡数
（総数）

死亡率
（人口千対）

死亡数
（悪性新生物）

死亡数
（心疾患）

単 位 人 順位 ― 順位 人 順位 人 順位
全 国 １，３０７，７４８ １０．５ ３７２，９８６ １９８，００６

北 海 道 ６１，９０６ ６ １１．６ ２５ １９，１７９ ４ ９，２６５ ６
青 森 県 １７，３０９ ２７ １３．４ ６ ５，０３４ ２５ ２，５６８ ２９
岩 手 県 １６，９５９ ２９ １３．４ ５ ４，５２１ ２９ ２，９５７ ２６
宮 城 県 ２３，４２６ １７ １０．１ ３７ ６，６６３ １５ ３，６６２ １７
秋 田 県 １５，２４４ ３０ １５．１ １ ４，２４２ ３０ ２，０９８ ３４

山 形 県 １５，１８１ ３１ １３．７ ４ ４，１００ ３２ ２，３２５ ３１
福 島 県 ２４，１６６ １６ １２．８ １３ ６，４１５ １６ ３，９４４ １５
茨 城 県 ３１，４１４ １１ １１．０ ３１ ８，７９５ １１ ４，８１２ １１
栃 木 県 ２１，４３６ ２２ １１．１ ３０ ５，８４９ １９ ３，４４１ ２０
群 馬 県 ２２，１２５ １９ １１．５ ２６ ５，８３１ ２０ ３，６１７ １８

埼 玉 県 ６３，４６６ ５ ８．９ ４４ １９，１４８ ５ １０，０２６ ４
千 葉 県 ５６，３９６ ７ ９．２ ４１ １６，７９８ ７ ９，６４６ ５
東 京 都 １１３，４１５ １ ８．６ ４６ ３４，０１７ １ １６，９９２ １
神奈川県 ７７，３６１ ３ ８．６ ４５ ２３，３９５ ３ １１，２８４ ３
新 潟 県 ２８，８２２ １３ １２．７ １４ ７，８７６ １３ ４，１５５ １４

富 山 県 １２，８６４ ３５ １２．３ １９ ３，４８２ ３７ １，８１２ ３９
石 川 県 １２，４２２ ３８ １０．９ ３２ ３，５１７ ３６ １，８９１ ３８
福 井 県 ９，２２８ ４６ １２．０ ２２ ２，４３９ ４６ １，３７６ ４３
山 梨 県 ９，５６５ ４４ １１．７ ２４ ２，４６７ ４５ １，３２５ ４６
長 野 県 ２５，１１０ １５ １２．２ ２０ ６，３５１ １７ ３，７４７ １６

岐 阜 県 ２２，４７１ １８ １１．３ ２８ ６，０４９ １８ ３，４７７ １９
静 岡 県 ３９，２９４ １０ １０．８ ３３ １０，７２１ １０ ５，４２０ １０
愛 知 県 ６５，２２７ ４ ８．９ ４３ １９，０８７ ６ ８，２８８ ８
三 重 県 １９，８３０ ２４ １１．２ ２９ ５，２１９ ２４ ２，９２６ ２７
滋 賀 県 １２，５０７ ３７ ９．０ ４２ ３，６４１ ３４ ２，０１５ ３６

京 都 府 ２５，８３０ １４ １０．１ ３８ ７，６７７ １４ ４，３８２ １３
大 阪 府 ８４，３９０ ２ ９．７ ４０ ２５，９４６ ２ １３，２６０ ２
兵 庫 県 ５５，４２２ ８ １０．２ ３６ １６，４６１ ８ ８，３２６ ７
奈 良 県 １４，０５４ ３３ １０．４ ３５ ４，１５９ ３１ ２，５２２ ３０
和歌山県 １２，６１９ ３６ １３．３ ８ ３，３２９ ３８ ２，１０７ ３３

鳥 取 県 ７，３５７ ４７ １３．０ １１ ２，０３５ ４７ １，１０２ ４７
島 根 県 ９，５６２ ４５ １４．０ ３ ２，５７２ ４３ １，３５７ ４４
岡 山 県 ２１，５３２ ２１ １１．４ ２７ ５，５７２ ２１ ３，４０９ ２１
広 島 県 ２９，９９４ １２ １０．７ ３４ ８，３３０ １２ ４，７７９ １２
山 口 県 １８，３６６ ２５ １３．３ ７ ４，９０２ ２６ ３，０３８ ２５

徳 島 県 ９，８５５ ４２ １３．２ １０ ２，４７８ ４４ １，３９３ ４２
香 川 県 １１，９０８ ３９ １２．４ １８ ３，０２２ ４０ １，９９３ ３７
愛 媛 県 １７，７３４ ２６ １３．０ １２ ４，５３８ ２８ ３，１８３ ２３
高 知 県 １０，３０５ ４１ １４．４ ２ ２，６０７ ４２ １，７５７ ４０
福 岡 県 ５１，００６ ９ １０．１ ３９ １５，５３１ ９ ５，７８８ ９

佐 賀 県 ９，７２５ ４３ １１．８ ２３ ２，７５５ ４１ １，３２６ ４５
長 崎 県 １７，０７１ ２８ １２．６ １５ ４，７５９ ２７ ２，５７０ ２８
熊 本 県 ２１，３７９ ２３ １２．１ ２１ ５，５３９ ２２ ３，３２２ ２２
大 分 県 １４，２６４ ３２ １２．４ １７ ３，５９６ ３５ ２，０９２ ３５
宮 崎 県 １３，７０２ ３４ １２．５ １６ ３，６４３ ３３ ２，２３２ ３２

鹿児島県 ２１，６１０ ２０ １３．３ ９ ５，４５１ ２３ ３，１８０ ２４
沖 縄 県 １１，７０６ ４０ ８．２ ４７ ３，０７４ ３９ １，６７０ ４１
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「人口動態統計（確定数）の概況」厚生労働省HP 平成２８年 毎年

資料：「人口動態統計（確定数）の概況」厚生労働省HP

資料：「埼玉県の人口動態概況（確定数）」県保健医療政策課HP
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１３ 婚姻・離婚

婚姻件数、離婚件数ともに減少
「人口動態統計（確定数）の概況」によると、平成２８年の婚姻件数は、前年より５５８組減少
して３４，１９９組で、婚姻率は前年より０．１ポイント低下して４．８でした。
離婚件数も、前年より１８６組減少して１２，４８１組となり、離婚率は前年より０．０３ポイント

低下して１．７４でした。
なお、平均初婚年齢は、夫が３１．５歳、妻が２９．６歳で、夫・妻ともに前年と同じでした。

未婚率の動き穏やかに
「国勢調査」によると、２５～３９歳男女の年齢階級（５歳区分）別未婚率は、どの年齢階級で
も昭和５０年頃から大きく上昇し始め、平成１２年には２５～２９歳の男性の未婚率が７０％を超え、
平成２２年には２５～２９歳の女性の未婚率が６０％を超えました。
しかし、近年は上昇幅が縮小または低下傾向となるなど、穏やかな動きに転じています。

婚姻率・離婚率 婚姻（離婚）件数÷日本人人口×１，０００
※日本人人口は、平成２８年１０月１日現在の「人口推計」（総務省統計局）によるものです。
未婚率 当該年齢（年代）の未婚者（結婚したことのない人）数÷当該年齢（年代）の総人口×１００

～生涯未婚率の推移～ 本県の平成２７年の生涯未婚率（４５～４９歳と５０
～５４歳未婚率の平均値）は、男女とも前回調査
（平成２２年）より３ポイント超上昇し、男性
２４．８３％、女性１２．９９％でした。生涯未婚の人は、
男性で約４人に１人、女性で約７．７人に１人の割合
となります。
都道府県別では、男性は沖縄県（２６．２０％）が
最も高く、岩手県（２６．１６％）、東京都（２６．０６％）
と続いています。女性は東京都（１９．２０％）が最
も高く、北海道（１７．２２％）、大阪府（１６．５０％）と
続いています。
本県は、男性が全国第８位、
女性が全国第２４位でした。

年齢階級別未婚率（各年１０月１日現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

婚姻率
（人口千対）

離婚率
（人口千対） 平均初婚年齢（夫） 平均初婚年齢（妻）

単 位 ― 順位 ― 順位 歳 順位 歳 順位
全 国 ５．０ １．７３ ３１．１ ２９．４

北 海 道 ４．６ １９ １．９７ ４ ３０．７ ２４ ２９．４ １０
青 森 県 ４．０ ４４ １．６８ ２２ ３０．５ ２９ ２９．０ ２７
岩 手 県 ３．９ ４６ １．４９ ４０ ３０．６ ２８ ２８．８ ３８
宮 城 県 ４．８ １０ １．６３ ３２ ３１．０ １２ ２９．３ １３
秋 田 県 ３．５ ４７ １．３８ ４４ ３０．８ ２０ ２９．２ １５

山 形 県 ３．９ ４５ １．３７ ４５ ３０．８ ２０ ２９．１ ２１
福 島 県 ４．６ ２２ １．７３ １３ ３０．５ ２９ ２８．７ ４４
茨 城 県 ４．６ ２０ １．６８ ２０ ３１．１ ８ ２９．１ ２１
栃 木 県 ４．８ １１ １．７７ ９ ３１．１ ８ ２９．２ １５
群 馬 県 ４．４ ３１ １．６８ ２１ ３０．９ １４ ２９．１ ２１

埼 玉 県 ４．８ １２ １．７４ １１ ３１．５ ３ ２９．６ ３
千 葉 県 ４．８ ９ １．７３ １４ ３１．４ ５ ２９．６ ３
東 京 都 ６．５ １ １．７８ ７ ３２．３ １ ３０．５ １
神奈川県 ５．２ ６ １．７４ １０ ３１．９ ２ ３０．０ ２
新 潟 県 ４．１ ４１ １．３１ ４６ ３０．７ ２４ ２９．１ ２１

富 山 県 ４．３ ３８ １．３０ ４７ ３０．９ １４ ２９．２ １５
石 川 県 ４．５ ２６ １．４５ ４１ ３０．９ １４ ２９．２ １５
福 井 県 ４．５ ２９ １．４５ ４２ ３０．５ ２９ ２８．９ ３３
山 梨 県 ４．５ ２７ １．６７ ２４ ３１．５ ３ ２９．６ ３
長 野 県 ４．４ ３２ １．５４ ３８ ３１．３ ６ ２９．５ ７

岐 阜 県 ４．３ ３３ １．５４ ３９ ３０．８ ２０ ２８．８ ３８
静 岡 県 ４．７ １６ １．７２ １５ ３１．１ ８ ２９．２ １５
愛 知 県 ５．６ ３ １．７０ １９ ３０．９ １４ ２９．０ ２７
三 重 県 ４．６ ２１ １．６５ ３０ ３０．７ ２４ ２８．８ ３８
滋 賀 県 ４．９ ７ １．５８ ３６ ３０．７ ２４ ２９．０ ２７

京 都 府 ４．７ １５ １．６５ ２９ ３１．３ ６ ２９．６ ３
大 阪 府 ５．３ ４ １．９９ ３ ３１．０ １２ ２９．５ ７
兵 庫 県 ４．７ １４ １．７１ １７ ３０．９ １４ ２９．４ １０
奈 良 県 ４．２ ４０ １．６２ ３３ ３１．１ ８ ２９．５ ７
和歌山県 ４．３ ３６ １．８７ ６ ３０．５ ２９ ２８．９ ３３

鳥 取 県 ４．３ ３４ １．６６ ２７ ３０．５ ２９ ２９．０ ２７
島 根 県 ４．０ ４３ １．３９ ４３ ３０．４ ３５ ２８．７ ４４
岡 山 県 ４．７ １７ １．７１ １６ ３０．４ ３５ ２８．８ ３８
広 島 県 ４．９ ８ １．６８ ２３ ３０．４ ３５ ２８．９ ３３
山 口 県 ４．３ ３７ １．５６ ３７ ３０．１ ４６ ２８．６ ４７

徳 島 県 ４．３ ３９ １．５９ ３５ ３０．４ ３５ ２９．２ １５
香 川 県 ４．８ １３ １．６７ ２５ ３０．４ ３５ ２８．９ ３３
愛 媛 県 ４．３ ３５ １．６４ ３１ ３０．３ ４０ ２８．９ ３３
高 知 県 ４．１ ４２ １．７１ １８ ３０．９ １４ ２９．４ １０
福 岡 県 ５．３ ５ １．９３ ５ ３０．８ ２０ ２９．３ １３

佐 賀 県 ４．５ ２４ １．６７ ２６ ３０．２ ４３ ２８．８ ３８
長 崎 県 ４．４ ３０ １．６０ ３４ ３０．２ ４３ ２９．０ ２７
熊 本 県 ４．５ ２５ １．６５ ２８ ３０．２ ４３ ２８．８ ３８
大 分 県 ４．５ ２８ １．７４ １２ ３０．５ ２９ ２９．１ ２１
宮 崎 県 ４．７ １８ ２．０２ ２ ２９．９ ４７ ２８．７ ４４

鹿児島県 ４．６ ２３ １．７７ ８ ３０．３ ４０ ２９．１ ２１
沖 縄 県 ５．９ ２ ２．５９ １ ３０．３ ４０ ２９．０ ２７
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「人口動態統計（確定数）の概況」厚生労働省HP 平成２８年 毎年

注）昭和２０年は、国勢調査が実施されていない。
資料：「国勢調査」総務省統計局HP

資料：「人口統計資料集」国立社会保障・人口問題研究所HP
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年少人口
（0～ 14 歳）

生産年齢人口
（15 ～ 64 歳）

老年人口
（65 歳以上）
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（百万人）

生産年齢人口のピーク

年少人口のピーク
老年人口が
年少人口を逆転

年 次 世帯数

人 口 （人）
年 齢 ３ 区 分

総 数 年少人口
（０～１４歳）

生産年齢人口
（１５～６４歳）

老年人口
（６５歳以上）

大正 ９年 ２３７，９４９ １，３１９，５３３ ４９４，７７６ ７５２，８９２ ７１，８６５
１４ ２５３，２６１ １，３９４，４６１ ５３２，２１３ ７８７，８６９ ７４，３７９

昭和 ５年 ２６５，４６５ １，４５９，１７２ ５５５，７９４ ８２８，３９９ ７４，９７９
１０ ２７７，５４８ １，５２８，８５４ ５８６，０８９ ８６７，１７８ ７５，５８７
１５ ２９０，５０９ １，６０７，９２７ ５９９，８００ ９２９，９０５ ７８，２２０
２０ … ２，０４７，２６１ ７７４，１７５ １，１７０，９１２ １０２，１７４
２５ ３９８，７７９ ２，１４６，４４５ ７８１，１２７ １，２５７，９４１ １０７，２０５
３０ ４２３，９０２ ２，２６２，６２３ ７７９，８７７ １，３６２，８３７ １１９，９００
３５ ４９２，７３１ ２，４３０，８７１ ７５２，０２４ １，５４５，８４１ １３３，００６
４０ ６９６，８２１ ３，０１４，９８３ ７９０，９６１ ２，０６６，３３７ １５７，６８５
４５ ９９３，０７９ ３，８６６，４７２ １，００２，８６３ ２，６６５，０２０ １９８，５８９
５０ １，３２３，７１３ ４，８２１，３４０ １，３４０，１３６ ３，２２３，１３８ ２５６，０１４
５５ １，５８４，６５５ ５，４２０，４８０ １，４５８，４２１ ３，６２４，５５０ ３３３，８７４
６０ １，７５１，３７２ ５，８６３，６７８ １，３８０，１８０ ４，０６０，５７３ ４２０，０９９

平成 ２年 ２，０４４，２３４ ６，４０５，３１９ １，１９６，９４６ ４，６６０，２０２ ５３０，５３９
７ ２，２８９，１３８ ６，７５９，３１１ １，０９０，３９５ ４，９７６，９４５ ６８１，１７２
１２ ２，４８２，３７４ ６，９３８，００６ １，０２４，７８７ ５，０１１，２０２ ８８９，２４３
１７ ２，６５０，１１５ ７，０５４，２４３ ９８６，３６１ ４，８９２，２５３ １，１５７，００６
２２ ２，８４１，５９５ ７，１９４，５５６ ９５３，６６８ ４，７４９，１０８ １，４６４，８６０
２７ ２，９７１，６５９ ７，２６６，５３４ ９１０，８０５ ４，５０７，１７４ １，７８８，７３５

注）１ 人口の総数には、年齢「不詳」を含む年があります。
２ 昭和２０年は、人口調査による数値です。

資料：「国勢調査」総務省統計局HP（各年１０月１日現在、昭和２０年は１１月１日現在）

◆国勢調査による世帯数及び人口の推移◆

平成２７年の世帯数と人口を大正９年（９５年前）と比べてみると、世帯数は１２．５倍、人口
は５．５倍になっています。
上の表の年齢３区分別人口をそれぞれ折れ線グラフ化したものが、下のグラフです。

年少人口は、昭和５５年をピークに減少に転じ、平成１７年には３区分の中で最少となりま
した。生産年齢人口も、平成１２年をピークに減少し始めました。逆に老年人口は緩やか
に増加していたものが、平成に入り急増し、ついに平成１７年に年少人口を逆転しました。
グラフをみると、少子高齢化が急速に進んでいるのがはっきりとわかります。
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